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ⅠⅠⅠⅠ        法法法法                令令令令    

 

１１１１    採石法採石法採石法採石法のののの体系体系体系体系    

          ①目   的（第１条）      災害を防止し、採石業の健全な発達を図る。 

１．総   則 

  ［第１章］   ②岩石の定義（第２条）      法適用岩石として２４種類を規定｡ 

 

          ①採 石 権           物権としての採石権の内容、性質を定義。 

２．採 石 権      （第４条～第８条） 

  ［第２章］   ②採石権の設定等手続       採石権は、当事者間の私法上の契約によって設定 

           規定（第９条～第３１条）    されるのを原則とするが、当事者間の話合いによ 

                           って契約を締結することができない場合には、一 

                           定の条件のもとで経済産業局長が決定を行うこと

ができる。 

 

①登録行政庁（第３２条）     都道府県知事 

 

②登録の申請           所定の申請書を都道府県知事に提出する。 

   （第３２条の２） 

③登録の拒否           登録の拒否要件に該当する申請者は、登録を拒否 

（第３２条の４）      される。 

           

３．採石業者の   ④登録の承継           相続又は合併等があったときは承継手続きをす 

登   録      （第３２条の６）      ることにより、権利義務はすべてが承継される。 

［第３章］ 

⑤変更の届出           登録事項に変更があったときは、遅滞なく届出な 

（第３２条の７）      ければならない。 

            

⑥登録の取消し          法律に違反した採石業者は、登録を取り消される。 

（第３２条の１０） 

⑦採石業務管理者         業務管理者を事務所ごとに選任し、災害の防止に 

（第３２条の１２～１３）    関し必要な職務を誠実に行なわなければならない。 

 

①認可行政庁（第３３条）     岩石採取場の所在地を管轄する岸和田市長（以下

「市長」という。） 

                  

②採取計画の認可申請       岩石採取場の区域、採取をする岩石の種類及び数 

（第３３条の２～３）    量等所定の事項を記載した採取計画を作成し、市              

長の認可を受ける。 

 

③認可の基準           他人に危害を及ぼし、公共の用に供する施設を損 

（第３３条の４）      傷する等一定の要件に該当することとなる採取計 

                 画は認可されない。 

 

４．採取計画認可   ④認可の条件           認可又は変更の認可に条件を附することができる。  
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  ［第３章］      （第３３条の７） 

 

⑤採取計画の遵守義務       認可を受けた採取計画に従って事業の実施をしな 

（第３３条の８）      ければならない。 

           

          ⑦認可の取消し          所定の要件に該当することとなる採石業者は、認 

             （第３３条の１２）     可の取消し又は事業停止を命ぜられる｡ 

 

                              

          ①認可採取計画の変更       市長は、認可した採取計画で、その後の事情変更 

命令（第３３条の９）      により災害の発生を防止することができなくなる 

                と認めるときは、採石業者に対し採取計画の変更 

                           を命ずることができる。 

                            

           

          ②緊急措置命令等         市長は災害防止のため必要があると認めるときは、 

５．監督・命令      （第３３条の１３）     採石業者に対し事業停止又は必要な措置を取るべ 

［第３章］                    きことを命ずることができる。 

           

          ③譲渡したたい積物等の      採石場の廃土又は廃石については、これを譲渡し 

           管理（第３３条の１６）     又は放棄した後であってもなお採石業者に管理責 

                           任がある。 

           

          ④廃止した業者に対する      岩石の採取をした採取場について廃止の日から２ 

           災害防止命令          年間は、その廃止業者に対し必要な設備をするこ 

（第３３条の１７）     とを命ずることができる。 

 

 

          ①使用の目的（第３５条）      採石業者は、事業の実施につき他人の土地を一定         

の目的のために利用することが必要不可欠であっ

て、他の土地をもって代えることができないとき

は、これを使用することができる。 

６．土地の使用 

  ［第４章］   ②使用の許可（第３６条）     この目的のために他人の土地を使用しようとする 

                           ときは、経済産業局長の許可を受けなければなら

ない。 

           

          ③土地収用法の適用        経済産業局長の決定による土地の使用は、土地所 

（第３７条）        有権等に重大な利害関係をもつこととなるので、 

                           その手続について慎重を期するため、公開による 

                           聴聞を行うほか土地収用法の規定が適用される。 

 

 

          ①標識の掲示           認可を受けた採石業者は、省令で定める標識をそ 

             （第３３条の１５）     の採取場に掲げなければならない。 

 

          ②鉱業権者との協議        採石業を行う土地の区域と鉱区が重複するときは、 
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（第３４条）        事業の実施について採石業者又は鉱業権者は、お 

                           互いに相手方に対し協議をすることができ、その 

                           協議が整わないときは経済産業局長に決定の申請 

                           をすることができる。 

 

          ③帳簿の備付け          採石業者は省令で定める帳簿を備え、これを保存 

             （第３４条の２）      しなければならない。 

 

７．そ の 他   ④適用除外            この法律中、業務管理者及び採取計画に関する部

［第３章、第５     （第３４条の８）      分の規定は、災害の発生の恐れがないとして政令 

  章～第７章］                   で定める業態の事業を行なう採石業者には適用し 

                           ない。 

 

         ⑤報告の徴収及び立入     経済産業局長、市長は、採石業者からその業           

検査（第４２条）                   務に関する報告を徴収するとともに、その職員を                                           

して採石場等に立ち入り、検査させることができ 

                           る。 

 

         ⑥経済産業大臣の指示     経済産業大臣は、災害防止のため市長に対し        

（第４２条の２の２）      政令で定めるものに関し、必要な指示をすること 

                           ができる。 

 

          ⑦罰則（第４３条～第４６条）   この法律に違反した場合における罰則を規定する  
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ⅠⅠⅠⅠ－－－－２２２２    採石法採石法採石法採石法（（（（昭和昭和昭和昭和２５２５２５２５年法律第年法律第年法律第年法律第２９１２９１２９１２９１号号号号）（）（）（）（抄抄抄抄））））    

  

 

第１章  総   則 

 

（目  的） 

第１条 この法律は、採石権の制度を創設し、岩石の採取の事業についてその事業を行なう者の登録、岩石の採

取計画の認可その他の規制等を行ない、岩石の採取に伴う災害を防止し、岩石の採取の事業の健全な発達を図

ることによって公共の福祉の増進に寄与することを目的とする。 

 

（定  義） 

第２条 この法律において「岩石」とは、花こう岩、せん緑岩、はんれい岩、かんらん岩、はん岩、ひん岩、輝 

   緑岩、粗面岩、安山岩、玄武岩、れき岩、砂岩、けつ岩、粘板岩、凝灰岩、片麻岩、じゃ紋岩、結晶片岩、べ 

   ントナイト、酸性白土、けいそう土、陶石、雲母及びひる石をいう。 

    

【解説】 

「岩石の定義」（法第２条）について 

① 母岩からの成因関係が明らかであって、母岩と同一の科学的性質を有するものは砂利（砂及び玉石を含

む）である場合を除き、岩状でなくても岩石として取り扱う。 

ア 花崗岩が風化分解したいわゆる真砂土 

イ けつ岩・粘板岩が風化分解して粘土状で賦存している場合 

ウ ある程度膠結した第３紀層のれき層、砂層又は、耐火度が低く、鉱物に該当しない耐火粘土。 

②  玉石とは直径３０ｃｍ以下のものをいう（砂利採取法の取扱基準）ので、これを超える岩塊は、岩石

として採石法の適用を受ける｡ 

 

 

（行為の効力） 

第３条 この法律の規定によってした処分、手続その他の行為は、第３２条の６第１項に規定する場合のほか、

採石権者又は土地の所有者その他土地に関して権利を有する者の承継人に対しても、その効力を有する｡ 

 

 

第２章  採 石 権 

 

（内容及び性質） 

第４条 採石権者は、設定行為をもって定めるところに従い、他人の土地において岩石及び砂利（砂及び玉石を

含む。以下同じ。）を採取する権利を有する｡ 

２ 採石権は、その内容が地上権又は永小作権による土地の利用を妨げないものに限り、これらの権利の目的と

なっている土地にも、設定することができる。但し、地上権者又は永小作権者の承諾を得なければならない｡ 

３ 採石権は、物権とし、地上権に関する規定（民法（明治２９年法律第８９号）第２６９条の２（地下又は空

間の地上権）の規定を除く。）を準用する。 

 

（存続期間） 

第５条 採石権の存続期間は、設定行為をもって定めることを要する 

  ２ 前項の存続期間は、２０年以内とする。若し２０年より長い期間をもって採石権を設定したときは、その存

続期間は、２０年に短縮する｡ 

第６条 前条の期間は、更新することができる。但し、更新の時から２０年をこえることができない。 

（協  議） 
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第９条 採石権の設定を受けようとする者又は採石権を譲り受けようとする者は、採石権の設定又は譲受につい

て、経済産業省令で定める手続に従い、経済産業局長の許可を受けて、土地の所有者及び土地に関して第三者

に対抗することができる権利を有する者（以下「権利者」という。）又は採石権者に対し協議することができる。 

 

（許可の基準） 

第１０条 経済産業局長は、下記に掲げる場合においては、前条第１項の許可をしてはならない｡ 

   一 その土地が鉄道、軌道、道路、水道、運河、港湾、河川、湖、沼、池、橋、堤防、ダム、かんがい排水施

設、公園、墓地、学校、病院、図書館若しくはその他の公共の用に供する施設の敷地若しくは用地又は建物

の敷地であるとき。 

 三 他にその土地において岩石の採取（当該岩石の採取を行なう場所で当該岩石の採取に附随して行なう岩石

の破砕及び破砕した岩石の洗浄を含む。）の事業（以下「採石業」という。）又は砂利採取業（砂利採取法（昭

和四十三年法律第七十四号）第二条に規定するものをいう。）を行なっている者があるとき。 

 

【解説】 

「採石業の定義」（法第１０条）について 

① 「採石業」とは、営利、非営利に関係なく、岩石の採取を事業目的として反復継続して行なう態様のも

のをいう。 

したがって、例えば個人が一時的に観賞用の庭石を採取する行為は、採石業に該当しない。 

また、人格の主体が個人であると、会社、公社、公団その他地方公共団体であるとを問わず、本来の

事業目的達成のため、副次的に行なう採取行為が、社会通念からみて、採石業の実施とみなされる程

度の規模、継続性及びこれに付随する行為、例えば工事現場において土地から分離された岩石を、販

売若しくは他の場所において使用する行為が伴えば、当該岩石の採取行為は採石業に該当する。 

② 岩石採取と同時に、その採取場所と社会通念上一体と認識される場所において加工作業を行なっている

場合には、岩石の加工部門を含め（買石加工が多い場合を含む｡）採石業と考えるべきであるが、岩石

の加工又は販売のみを行なっている場合は、採石業に該当しない。 

③ 観賞用として転石を採取する場合であっても、それが大規模（事業としての態様を呈する程度、前掲①

参照）に行なわれるようなときは採石法の適用を受ける｡ 

    れき状のものの中の玉石のみを採取しようとする場合は、岩石でなく玉石の採取として取り扱う。 

 

 

第３章  採 石 業 

 

第第第第１１１１節節節節    採石業者採石業者採石業者採石業者のののの登録登録登録登録    

 

（登  録） 

第３２条 採石業を行なおうとする者は、当該業を行なおうとする区域を管轄する都道府県知事の登録を受けな

ければならない。 

  

【解説】 

「登録」（法第３２条）について 

 同一都道府県の区域内であれば岩石採取場数に関係なく一事業主体につき一登録が必要である。ただし、

一の都道府県の登録を受けた場合であっても、他の都道府県の区域内で採石業を行なおうとする場合には、

当該都道府県において別途の登録が必要である。 
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（登録の申請） 

第３２条の２ 前条の登録を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載した申請書を都道府県知事に提出しな

ければならない。 

一 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

二 事務所の名称及び所在地並びにその事務所に置く採石業務管理者（以下「業務管理者」という。）の氏名 

三 法人にあっては、その業務を行う役員の氏名 

２ 前項の申請書には、前条の登録を受けようとする者が第３２条の４第１項第１号から第４号までに該当しな

い者であることを誓約する書面その他の経済産業省令で定める書面を添附しなければならない。 

 

（登録及びその通知） 

第３２条の３ 都道府県知事は、第３２条の登録の申請があったときは、次条第１項の規定により登録を拒否す

る場合を除くほか、前条第１項各号に掲げる事項並びに登録の年月日及び登録番号を採石業者登録簿に登録し

なければならない。 

２ 都道府県知事は、前項の規定により登録をしたときは、遅滞なく、その旨を申請者に通知しなければならな

い。 

 

（登録の拒否） 

第３２条の４ 都道府県知事は、第３２条の２第１項の申請書を提出した者が次の各号のいずれかに該当すると

き、又は当該申請書若しくはその添付書類に重要な事項について虚偽の記載があり、若しくは重要な事実の記

載が欠けているときは、その登録を拒否しなければならない。 

 一 この法律の規定により罰金以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった

日から２年を経過しない者 

 二 第３２条の１０第１項の規定により登録を取り消され、その取消しの日から２年を経過しない者 

 三 第３２条の登録を受けた者（以下「採石業者」という。）であって法人であるものが、第３２条の１０第１

項の規定により登録を取り消された場合において、その処分のあった日前３０日以内にその採石業者の業務

を行う役員であった者でその処分のあった日から２年を経過しないもの 

 四 法人であって、その業務を行う役員のうちに前各号のいずれかに該当する者があるもの 

 五 その事務所ごとに、次に掲げる者であって第１号から第３号までに該当しないものを業務管理者として置

いていない者 

  イ 採石業務管理者試験（以下「業務管理者試験」という。）に合格した者 

  ロ イに掲げる者と同等以上の知識及び技能を有すると都道府県知事が認定した者 

２ 都道府県知事は、前項の規定により登録を拒否したときは、遅滞なく、その理由を示して、その旨を申請者

に通知しなければならない。 

 

（承  継） 

第３２条の６ 採石業者がその事業の全部を譲り渡し、又は採石業者について相続、合併若しくは分割（その事

業の全部を承継させるものに限る。）があったときは、その事業の全部を譲り受けた者又は相続人（相続人が

二人以上ある場合において、その全員の同意により事業を承継すべき相続人を選定したときは、その者）、合

併後存続する法人若しくは合併により設立した法人若しくは分割によりその事業の全部を承継した法人は、

その採石業者の地位を承継する。ただし、当該事業の全部を譲り受けた者又は相続人（相続人が二人以上あ

る場合において、その全員の同意により事業を承継すべき相続人を選定したときは、その者）、合併後存続す

る法人若しくは合併により設立した法人若しくは分割により当該事業の全部を承継した邦銀が第３２条の４

第１項第１号から第４号までのいずれかに該当するときは、この限りでない。 

２ 前項の規定により採石業者の地位を承継した者は、経済産業省令で定めるところにより、遅滞なく、その旨

を都道府県知事に届け出なければならない。 
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（変更の届出） 

第３２条の７ 採石業者は、第３２条の２第１項各号に掲げる事項に変更があったときは、遅滞なく、その旨を

その登録をした都道府県知事に届け出なければならない。 

２ 第３２条の２第２項の規定は、前項の規定による届出に準用する。 

（廃止の届出） 

第３２条の８ 採石業者は、その登録に係る都道府県の区域内において採石業を廃止したときは、遅滞なく、そ

の旨をその登録をした都道府県知事に届け出なければならない。 

  

【解説】 

「廃止の届出」（法第３２条の８）について 

① 「採石業を廃止したとき」とは、将来再開の意思なく、採石事業活動をやめることであるが、その判断

には事実認定を要する｡その際、事業実施の基本である岩石採取行為の有無、あるいは法第３４条の２に

規定する帳簿の記載の有無及びその内容等が判断の基準となる。 

② 採石業を廃止し、法第３２条の８の規定に基づく所定の届出をした「採石業者であった者」であっても、

その廃止後２年以内に岩石の採取計画を認可した都道府県知事が、法第３３条の１７の規定に基づき災

害防止命令をかけた場合は、当該命令に係る災害防止義務が、採石業廃止後も継続する。 

 

（登録の失効） 

第３２条の９ 採石業者がその登録に係る都道府県の区域内において採石業を廃止したときは、その者に係る第

３２条の都道府県知事の登録は、その効力を失う｡ 

 

（登録の取消し等） 

第３２条の１０ 都道府県知事は、その登録を受けた採石業者が次の各号のいずれかに該当するときは、その登

録を取り消し、又は６箇月以内の期間を定めてその事業の全部若しくは一部の停止を命ずることができる。 

 一 第３２条の４第１項第１号、第３号又は第４号に該当することとなったとき。 

 二 第３２条の４第１項第５号に該当することとなった場合において、その該当することとなった日から２週

間を経過してもなお同号に該当しているとき。 

 三 第３２条の７第１項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をしたとき。 

 四 第３３条の規定に違反して岩石の採取を行なったとき。 

 五 第３３条の１２の規定による認可の取消しを受けたとき。 

 六 不正の手段により第３２条の登録を受けたとき。 

２ 都道府県知事は、前項の規定による処分をしたときは、遅滞なく、その理由を示して、その旨を当該処分に

係る者に通知しなければならない。 

  

【解説】 

登録の取消し等（法第３２条の１０）について 

① 「事業の全部若しくは一部の停止を命ずることができる」とは、登録行政庁の裁量により、全部又は特

定の岩石採取場について制裁としての事業停止を命ずることができるという意味である。 

② 業務管理者が死亡又は解雇等により不存在の状態が２週間以上続いているときは、これを登録の取消し

要件とするとともに、業務管理者の常置を義務づけている。 
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（業務管理者の義務等） 

第３２条の１２ 業務管理者は、岩石の採取に伴う災害の防止に関し経済産業省令で定める職務を誠実に行なわ

なければならない。 

２ 岩石の採取に従事する者は、業務管理者がその職務を行なうために必要であると認めてする指示に従わなけ

ればならない｡ 

 

【解説】 

業務管理者の義務等（法第３２条の１２）について 

① 「採取計画の作成及び変更に参画」とは、採石業者が採取計画の作成を行なう際、業務管理者がその採

取計画の企画、立案又は変更について災害防止の観点から意見を述べることである。 

 「監督」とは、他の従業員に対し、施行規則第８条の６第２号から第４号までの事項について、岩石の

採取に係る災害防止の観点から必要に応じ指示、命令をすることである。 

③ 「岩石の採取に従事する者」には、作業員のみならず採石業者も含まれる｡ 

 

第第第第２２２２節節節節    採取計画採取計画採取計画採取計画のののの認可等認可等認可等認可等    

 

（採取計画の認可） 

第３３条 採石業者は、岩石の採取を行なおうとするときは、当該岩石の採取を行なう場所（以下「岩石採取場」

という。）ごとに採取計画を定め、当該岩石採取場の所在地を管轄する都道府県知事の認可を受けなければな

らない。 

  

【解説】 

採取計画の認可（法第３３条）について 

① 平成２５年２月１日以降は、市長の許可を受けなければならない。（府からの権限移譲による。） 

② 「採石業者」とは、法第３２条の登録を受けた者をいう。 

③ 「岩石採取場」とは、法第１０条第１項第３号に規定する「岩石の採取」を行なう場所をいい、公有地

であるか私有地であるかを問わない。 

  また、その地域的な範囲は、原則として岩石採取切羽と同一敷地の範囲であるが、岩石採取の地点に近

接する砕石プラント等については、社会通念上一体として認識されるものは、一岩石採取場として取り

扱って差し支えない。 

④ 「採取計画の認可」は、法第３３条の４（認可の基準）に基づいて行なわれるが、この認可を受けるこ

となく採石業を行なった者は、法第３２条の１０第１項第４号の規定により採石業者の登録の取消し等

の要件に該当する。 

 

（採取計画に定めるべき事項） 

第３３条の２ 前条の採取計画には、次に掲げる事項を定めなければならない。 

 一 岩石採取場の区域 

 二 採取する岩石の種類及び数量並びにその採取の期間 

 三 岩石の採取の方法及び岩石の採取のための設備その他の施設に関する事項 

 四 岩石の採取に伴う災害の防止のための方法及び施設に関する事項 

 五 前各号に掲げるもののほか、経済産業省令で定める事項 

  

 

（認可の申請） 

第３３条の３ 第３３条の認可を受けようとする採石業者は、次に掲げる事項を記載した申請書を都道府県知事

に提出しなければならない｡ 

 一 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

 二 登録の年月日及び登録番号 
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 三 採取計画 

２ 前項の申請書には、岩石採取場及びその周辺の状況を示す図面その他の経済産業省令で定める書類を添附し

なければならない。 

  

【解説】 

認可の申請（法第３３条の３）について［施行規則第８条の１５関係］ 

① 平成２５年２月１日以降は、申請書は市長に提出しなければならない。（府からの権限移譲による） 

① 施行規則第８条の１５第２項第２号の「岩石採取場及びその周辺の状況を示す図面」については、次の

事項を表示するものとする。 

    ア  切羽の位置 

    イ  廃土又は廃石のたい積場の位置 

    ウ  災害防止設備の設置場所 

    エ  岩石採取場並びにその周辺約３００ｍ程度の範囲内に存する河川、道路その他の公共の用に

供する施設、家屋その他の建物の位置及び農業用施設等 

② 施行規則第８条の１５第２項第５号の「法第３２条の登録を受けていることを示す書面」とは、法第３

２条の３第２項の規定に基づく都道府県知事の登録済通知書を複写したものである。 

③ 施行規則第８条の１５第２項第６号の「計画を記載した書面」とは、業務管理者が施行規則第８条の６

に基づいて行なう職務の計画を記載した書面である。 

④ 施行規則第８条の１５第２項第７号の「権限を有することを示す書面」とは、次のような書面である。 

    ア  自己の土地で岩石の採取を行おうとするときは、当該土地に係る登記簿の謄本 

    イ  他人の土地で岩石の採取を行おうとするときは、当該土地において岩石を採取する旨を内容

とする土地所有権者、その他土地に関し第３者に対抗する権利を有する者等と申請者との間の契約書、

若しくは同意書の写し。また、「権限を取得する見込みが十分であることを示す書面」とは、例えば当該

土地の売買の予約が成立しているような場合における予約契約書の写しなどをいう。 

⑤ 施行規則第８条の１５第２項第８号の「その処分を受けていることを示す書面」とは、許可、認可、そ

の他の処分を行なった行政庁が発行した証明書若しくは許可証等の写し、又は許可証若しくは許可通知

書を複写したものをいう。 

  この場合、処分があったか否かを示すだけでなく、当該処分の内容（例えば採取の数量,採取の期間）を

も明らかに示す書面でなくてはならない。 

  また「受ける見込みに関する書面」とは、他の行政庁に提出した許可,認可その他の処分を受けるための

申請書等の写しをいう。 

⑥ 施行規則第８条の１５第２項第９号の書面には、採石業者自身が岩石を搬出する場合のみならず、採石

業者から岩石を購入する者又は運送業者が岩石を搬出する場合についても記載するものとする。 

  なお、「岩石の搬出の方法」とは、岩石を搬出する主体、岩石運搬車の種類、岩石運搬車の一日当たりの

台数等をいう。 

⑦ 施行規則第８条の１５第２項第１１号の「その他参考となる事項を記載した図面又は書面」とは、例え

ば次に掲げるようなものをいう。 

ア 大気汚染防止法（昭和４３年法律第９７号）第１８条の３（基準遵守義務）の規定の適用を受

ける者にあっては、当該基準を遵守できる旨の説明を記載した書面及び図面 

イ 水質汚濁防止法（昭和４５年法律第１３８号）第３条（排水基準）に規定する排水基準を遵守

できる旨の説明を記載した書面及び図面 

ウ 国道又は都道府県道等に至るまでに私道を通行する場合には、当該道路を通行する権限を有す

ることを証する書面 
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（認可の基準） 

第３３条の４ 都道府県知事は、第３３条の認可の申請があった場合において、当該申請に係る採取計画に基づ

いて行なう岩石の採取が他人に危害を及ぼし、公共の用に供する施設を損傷し、又は農業、林業若しくはそ

の他の産業の利益を損じ、公共の福祉に反すると認めるときは、同条の認可をしてはならない。 

 

【解説】 

認可の基準（法第３３条の４）について 

※平成２５年２月１日以降は、市長の権限になる。（府からの権限移譲による） 

① 「他人に危害を及ぼす」とは、他人の生命又は身体に危険を及ぼすことである。この場合において、そ

の危害を及ぼす原因作業を行なう採石業者の事業に従事する者の業務上の危害については、本法の適用

はなく、労働基準法（昭和２２年法律第４９号）に基づいてその防止が図られることとなっている。 

② 「公共の用に供する施設」とは、具体的には、例えば法第１０条第１項第１号に列記されている物件な

どをいう。 

また、公共の用に供する施設か否かについては、当該施設の所有権又は管理権の帰属いかんによるので

はなく、一般不特定多数の用に供されるものであるか否かによって判断される。 

③ 「損傷」とは、物理的な破壊に止まらず、効用の破壊をも含む。 

④ 一人の業務管理者が、当該事務所に係る数ヶ所の岩石採取場の業務管理者となる結果、法第３２条の１

２において規定するその職務を事実上十分に遂行することができないと認められる採取計画について

は、認可をしないこととする。 

⑤ 「農業、林業もしくはその他の産業の利益を損じ」の例としては、 

ア 汚濁水や廃土石の田畑への流入 

イ 岩石採取場の近隣の農地の崩壊 

ウ 地下水の利用による農業用水の枯渇 

エ 河川や海岸の汚濁による海苔及びかき等の水産物養殖業への被害等がある。 

他産業の利益への侵害を認可の基準として掲げている理由は、他産業の利益への侵害が私人間の利益侵

害の問題にとどまらず、国民経済的にみて重要な関心をひかれるところだからである。 

⑥ 申請に係る採取計画の中で、その大部分は災害発生のおそれはないが、一部分だけ災害発生のおそれが

ある場合（例えば採掘工程は大丈夫であるが,洗浄工程の一部は問題がある場合等）であっても採取計画

は一体として考えるべきものであるので、部分認可は行なわず、全体を不認可処分とすることとする。 

⑦ 岩石の採取に際して採取計画の認可とともに他法令（例えば自然公園法、森林法等）の許可を受ける必

要がある場合において、当該許可を受けることができないとき又は受ける見込みがない場合は採取計画

は不認可となる。（施行規則第８条の１５第２項第８号参照）他法令は岩石の採取についての権限を付与

する規定であり、本条による採取計画の認可とは全く別個に判断される性質のものであるが、これらの

許可を受けることができない又は受ける見込みがない場合は実質上岩石の採取を行なうことはできない

ので、本条による認可をしても無意味だからである。 

⑧ 申請のあった採取計画について、本条の認可基準により内容を審査する場合の具体的な技術基準につい

ては、本書「Ⅶ－３ 採石災害の防止方法（参考）」、及び「採石技術指導基準書」（経済産業省資源エネ

ルギー庁監修）によるものとする。 
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（変更の認可等） 

第３３条の５ 第３３条の認可を受けた採石業者は、当該認可に係る採取計画を変更しようとするときは、その

認可をした都道府県知事の認可を受けなければならない。ただし、経済産業省令で定める軽微な変更をしよ

うとするときは、この限りではない。 

２ 第３３条の認可を受けた採石業者は、当該認可に係る採取計画について前項ただし書の経済産業省令で定め

る軽微な変更をしようとするときは、その旨をその認可をした都道府県知事に届け出なければならない。 

３ 前条の規定は、第１項の規定による変更の認可に準用する。 

４ 第３３条の認可を受けた採石業者は、第３３条の３第１項第１号又は第２号の事項に変更があったときは、

遅滞なく、その旨をその認可をした都道府県知事に届け出なければならない。 

  

【解説】 

変更の認可等（法第３３条の５）について 

① 平成２５年２月１日以降、変更の認可等については、全て、市長に届けなければならない。（府からの権

限移譲による） 

② 「採取計画の変更」とは、例えば岩石採取場の区域の変更、岩石の種類の変更、採取量の増加、採取期

間の延長、採取の方法の変更等法第３３条の２及び施行規則第８条の１４の各号に規定する採取計画の

内容を変更することである。 

③ 岩石採取場の区域を拡張することにより、従来の事業実施の態様が抜本的に変更される場合、すなわち

採取の方法,災害防止設備等が全く一新される場合には新規の岩石採取場として法第３３条の認可を必要

とする。 

④ 採取計画の軽微な変更は改めて変更の認可を受ける必要はないが、災害防止のために事前に行政庁に届

出が必要である旨が法第３３条の５第２項に規定されている。 

 

 

（認可の条件） 

第３３条の７ 第３３条の認可又は第３３条の５第１項の規定による変更の認可には、条件を附することができ

る｡ 

２ 前項の条件は、認可に係る事項の確実な実施を図るために必要な最小限度のものに限り、かつ、認可を受け

る者に不当な義務を課することとなるものであってはならない。 

 

（遵守義務）  

第３３条の８ 第３３条の認可を受けた採石業者は、当該認可に係る採取計画（第３３条の５第１項又は第２項

の規定による変更の認可又は届出があったときは、その変更後のもの。以下次条において「認可採取計画」

という｡）に従って岩石の採取を行なわなければならない。 

 

（認可採取計画の変更命令） 

第３３条の９ 都道府県知事は、認可採取計画に基づいて行なわれている岩石の採取が第３３条の４に規定する

要件に該当することとなると認めるときは、その認可を受けた採石業者に対し、当該認可採取計画を変更す

べきことを命ずることができる。 

 

【解説】 

認可採取計画の変更命令（法第３３条の９）について 

① 平成２５年２月１日以降は、市長が命ずる。（府からの権限移譲による） 

 

（休止及び廃止の届出） 

第３３条の１０ 第３３条の認可を受けた採石業者は、当該認可に係る岩石採取場における岩石の採取を引き続

き６箇月以上休止しようとするとき、又は当該岩石の採取を廃止したときは、遅滞なく、その旨をその認可

をした都道府県知事に届け出なければならない｡ 



 
- 12 - 

 

【解説】 

休止及び廃止の届出（法第３３条の１０）について 

① 平成２５年２月１日以降は、市長に届け出なければならない。（府からの権限移譲による） 

 

（認可の失効） 

第３３条の１１ 第３３条の認可を受けた採石業者が当該認可に係る岩石採取場における岩石の採取を廃止した

とき、又は第３２条の１０第１項の規定によりその登録を取り消されたときは、当該廃止した岩石採取場に

係る第３３条の認可又は当該取り消された登録に係る都道府県の区域内の岩石採取場に係る同条の認可は、

その効力を失う。 

 

（認可の取消し等） 

第３３条の１２ 都道府県知事は、第３３条の認可を受けた採石業者が次の各号の１に該当するときは、その認

可を取り消し、又は６箇月以内の期間を定めてその認可に係る岩石採取場における岩石の採取の停止を命ず

ることができる。 

 一 第３３条の７第１項の条件に違反したとき。 

 二 第３３条の８の規定に違反したとき。 

 三 第３３条の９又は次条第１項の規定による命令に違反したとき。 

 四 不正の手段により第３３条の認可を受けたとき｡ 

 

【解説】 

認可の取消し等（法第３３条の１２）について 

① 平成２５年２月１日以降は、市長が命ずる。（府からの権限移譲による） 

 

（緊急措置命令等） 

第３３条の１３ 都道府県知事は、岩石の採取に伴う災害の防止のため緊急の必要があると認めるときは、採取

計画についてその認可を受けた採石業者に対し、岩石の採取に伴う災害の防止のための必要な措置をとるべ

きこと又は岩石の採取を停止すべきことを命ずることができる。 

２ 都道府県知事は、第３２条の規定に違反して採石業を行なった者又は第３３条若しくは第３３条の８の規定

に違反して岩石の採取を行なった者に対し、採取跡の崩壊防止施設の設置その他岩石の採取に伴う災害の防止

のための必要な措置をとるべきことを命ずることができる。 

  

【解説】 

緊急措置命令等（法第３３条の１３）について 

① 平成２５年２月１日以降は、市長が命ずる。（府からの権限移譲による） 

② 「第１項」について 

第１項の緊急措置命令は、災害の防止のため緊急の必要がある場合にのみ発動できる。この命令を受け

ると直ちに必要な措置を講じる義務を生じ、これに違反すると採取計画の認可の取消し等の原因となり

（法第３３条の１２）、また登録の取消し処分を受ける場合もあり（法第３２条の１０）、１年以下の懲

役に処せられる等の強力な効果が発生する。 

「緊急の必要があると認めるとき」としては、現実に災害が発生している場合は当然であるが、その他

としては台風、集中豪雨等が接近している場合などがある。自然現象以外であっても社会通念上直ちに

何らかの災害防止措置を施さないと災害の発生が必然的と認められる場合には本項に該当する。災害の

発生するおそれはあるが、時間的なゆとりがある場合は、法第３３条の９の規定による採取計画の変更

命令が発動される。 

③ 「第２項」について 

第２項の命令は、採石業者の登録を受けないで採石業を行なった者、または採取計画の認可を受けない

で岩石採取を行なったもの、若しくは採取計画の遵守義務違反をした採石業者に対して、岩石採取に伴

って発生する災害防止のため必要な措置等を命じるものである。 
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なお、本項の命令は、違反事実があれば災害発生の急迫性とは関係なく発動される。 

④ 「採取跡の崩壊防止施設の設置その他岩石の採取に伴う災害の防止のための必要な措置」とは、崩壊防

止のほか、採取跡の整地、廃土石たい積場の設置、沈澱池の設置等である。 

 

第第第第３３３３節節節節    雑雑雑雑            則則則則    

（市町村長の要請） 

第３３条の１４ 市町村長は、岩石の採取に伴う災害が発生するおそれがあると認めるときは、都道府県知事に

対し、必要な措置を講ずべきことを要請することができる。 

２ 都道府県知事は、前項の規定による要請があったときは、必要な調査を行ない、その結果必要があると認め

るときは、第３３条の９又は前条の規定による措置その他必要な措置を講じなければならない。 

 

【解説】 

 市町村長の要請（第３３条の１４）について 

① 平成２５年２月１日以降は、市長が調査、措置する。（府からの権限移譲による） 

 

（標識の掲示） 

第３３条の１５ 第３３条の認可を受けた採石業者は、当該認可に係る岩石採取場の見やすい場所に、経済産業

省令で定めるところにより、氏名又は名称、登録番号その他の経済産業省令で定める事項を記載した標識を掲

げなければならない。 

 

（譲渡したたい積物等の管理） 

第３３条の１６ 第３３条の認可を受けた採石業者は、当該認可に係る廃土又は廃石のたい積したものその他の

経済産業省令で定める物件については、これを譲渡し、又は放棄した後であっても、当該認可に係る採取計画

に従って災害の防止に関する措置を講じなければならない。 

 

（岩石の採取を廃止した者に対する災害防止命令） 

第３３条の１７ 都道府県知事は、第３３条の認可を受けた採石業者が当該認可に係る岩石採取場における岩石

の採取を廃止したときは、当該廃止した者に対し、当該廃止の日から２年間は、その者が当該岩石採取場にお

いて岩石の採取を行なったことにより生ずる災害を防止するため必要な設備をすることを命ずることができる。 

 

【解説】 

岩石の採取を廃止した者に対する災害防止命令（法第３３条の１７）について 

① 平成２５年２月１日以降は、市長が命ずる。（府からの権限移譲による） 

 

（帳簿の備付け等） 

第３４条の２ 採石業者は、経済産業省令で定めるところにより、帳簿を備え、その業務に関し経済産業省令で

定める事項を記載し、これを保存しなければならない。 

 

（聴聞の特例） 

第３４条の４ 都道府県知事は第３２条の１０第１項又は第３３条の１２の規定による命令をしようとすると

きは、行政手続法（平成５年法律第８８号）第１３条第１項の規定による意見陳述のための手続の区分にかか

わらず、聴聞を行なわなければならない｡ 

２ 第３２条の１０第１項又は第３３条の１２の規定による処分に係る聴聞の期日における審理は、公開により

行なわなければならない。 

３ 前項の聴聞の主宰者は、行政手続法第１７条第１項の規定により当該処分に係る利害関係人が当該聴聞に関

する手続に参加することを求めたときは、これを許可しなければならない｡ 
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【解説】 

聴聞の特例（法第３４条の４）について 

① 第３３条の１２の規定による命令については、平成２５年２月１日以降は、市長が命ずる。（府からの権

限移譲による） 

 

（採石業者に対する指導及び助言） 

第３４条の６ 経済産業大臣又は都道府県知事は、採石業者に対し、岩石の採取に伴う災害を防止し、又は採石

業の健全な発達を図るために必要な指導及び助言に努めるものとする。 

 

【解説】 

採石業者に対する指導及び助言（第３４条の６）について 

① 平成２５年２月１日以降は、市長が指導及び助言する。（府からの権限移譲による） 

 

（適用除外） 

第３４条の８ この章中業務管理者及び採取計画に関する部分の規定は、採石業であって、採取する岩石の種類

及び用途、岩石の採取の方法、岩石の採取に従事する者の数等により岩石の採取に伴う災害の発生するおそれ

がないと認められるものとして政令で定める業態のものを行なう者については、適用しない。 

２ 前項の政令を制定し、又は改廃する場合においては、政令の制定又は改廃に伴い合理的に必要と判断される

範囲内において、所要の経過措置（罰則に関する経過措置を含む。）を定めることができる｡ 

 

第６章  補   則 

    
（報告及び検査） 

第４２条 経済産業大臣、経済産業局長又は都道府県知事は、この法律の施行に必要な限度において、採石業者

からその業務の状況に関する報告を徴し、又はその職員にその岩石採取場若しくは事務所に立ち入り、業務の

状況若しくは帳簿書類を検査させることができる｡ 

２ 前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証票を携帯し、関係人に呈示しなければならない。 

３ 第１項の規定による検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解してはならない。 

 

【解説】 

報告及び検査（法第４２条）について 

① 平成２５年２月１日以降は、都道府県知事に代わり市長が検査させることができる。（府からの権限移譲に

よる） 

 

（国等に対する適用） 

第４２条の２ この法律の規定は、第３章第１節、第４０条及び次章の規定を除き、国及び地方公共団体に適用

があるものとする。この場合においては、採石業を行なう国又は地方公共団体と都道府県知事との協議が成立

することをもって第３３条の認可又は第３３条の５の規定による変更の認可があったものとみなす。 

 

 

第7章  罰   則 

 

第４３条 次の各号の１に該当する者は、１年以下の懲役若しくは１０万円以下の罰金に処し、又はこれを併科

する。 

 一 第３２条の規定に違反して採石業を行なった者 

 二 第３２条の１０第１項、第３３条の１２、第３３条の１３第１項若しくは第２項又は第３３条の１７の規

定による命令に違反した者 

 三 第３３条又は第３３条の８の規定に違反して岩石の採取を行なった者 
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 四 第３３条の１６の規定に違反して災害の防止に関する措置を講じなかった者 

 

第４４条 左の各号の一に該当する者は、３万円以下の罰金に処する。 

 一 第３２条の７第１項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をした者 

 二 第３４条の２の規定に違反して帳簿を備えず、同条に規定する事項を記載せず、若しくは虚偽の記載をし、

又は帳簿を保存しなかった者 

 三 第４２条第１項の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした者 

 四 第４２条第１項の規定による検査を拒み、妨げ、又は忌避した者 

 

第４５条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用者その他の従業員が、その法人又は人の業務に関し、

前２条の違反行為をしたときは、行為者を罰する外、その法人又は人に対して各本条の罰金刑を科する。但

し、法人又は人の代理人、使用人その他の従業員の当該違反行為を防止するため、当該業務に対し相当の注

意及び監督が尽されたことの証明があったときは、その法人又は人については、この限りでない。 

 

第４６条 次の各号の一に該当する者は、１万円以下の過料に処する｡ 

 一 第３２条の６第２項、第３２条の８、第３３条の５第４項又は第３３条の１０の規定による届出をせず、

又は虚偽の届出をした者 

 二 第３３条の１５の規定に違反した者 

 

 

 

 

ⅠⅠⅠⅠ－－－－３３３３    採石法施行令採石法施行令採石法施行令採石法施行令（（（（昭和昭和昭和昭和４６４６４６４６年政令第年政令第年政令第年政令第２７９２７９２７９２７９号号号号）（）（）（）（抄抄抄抄））））    

 

（採取計画の認可等を要しない業態） 

第１条 採石法（以下「法」という。）第３４条の８第１項の政令で定める業態は、法第２条に規定する岩石のう

ちベントナイト、酸性白土、けいそう土、陶石、雲母及びひる石以外の岩石の採取であって次の各号に掲げ

る要件に該当するものとする。 

 一 もっぱら砕石以外の石材の生産の用に供するために行なうもの 

 二 主として人力により露天掘りで行なうもの 

 三 岩石の採取に従事する者の数が５人以下であるもの 
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ⅠⅠⅠⅠ－－－－４４４４    採石法施行規則採石法施行規則採石法施行規則採石法施行規則（（（（昭和昭和昭和昭和２６２６２６２６年通商産業省令第年通商産業省令第年通商産業省令第年通商産業省令第６６６６号号号号）（）（）（）（抄抄抄抄））））    

    
（登録の申請） 

第８条 法第３２条の２第１項の規定により法第３２条の登録の申請をしようとする者は、当該業を行おうとす

る区域を管轄する都道府県知事に様式第１による申請書を提出しなければならない｡ 

２ 法第３２条の２第２項の経済産業省令で定める書類は、次に掲げるとおりとする。 

 一 法第３２条の登録を受けようとする者（以下本項において「申請者」という。）が法第３２条の４第１項第

１号から第４号までに該当しない者であることを誓約する書面 

 二 事務所に置く業務管理者が業務管理者試験に合格した者又は法第３２条の４第１項第５号ロの規定による

認定を受けた者であることを証する書面 

 三 事務所に置く業務管理者が法第３２条の４第１項第１号から第３号までに該当しない者であることを誓約

する書面 

 四 事務所に置く業務管理者が申請者又はその従業員（申請者が法人である場合には、その法人の業務を行う 

  役員を含む。）であることを証する書面及び当該業務管理者の住民票 

 五 申請者の採石業経歴書 

 六 申請者が法人である場合は、その法人の定款及び登記簿の謄本 

 

（承継の届出） 

第８条の３ 法第３２条の６第２項の規定により採石業者の地位の承継の届出をしようとする者は、当該届出を

しようとする者の登録をした都道府県知事に様式第３による届書を、当該承継に係る採石業の登録をした都

道府県知事に様式第４による届書を提出しなければならない。 

２ 前項の届書には、次の書面を添附しなければならない。 

 一 法第３２条の６第１項の規定により採石業者の事業の全部を譲り受けて採石業者の地位を承継した者にあ

っては、様式第４の２による書面及び事業の全部の譲渡しがあったことを証する書面 

 二 第３２条の６第１項の規定により採石業者の地位を承継した相続人であって、２以上の相続人の全員の同

意により選定されたものにあっては、様式第５による書面及び戸籍謄本 

 三 第３２条の６第１項の規定により採石業者の地位を承継した相続人であって、前号の相続人以外のものに

あっては、様式第６による書面及び戸籍謄本 

 四 第３２条の６第１項の規定により合併により採石業者の地位を承継した法人にあっては、その法人の登記

簿の謄本 

 五 承継人が法第３２条の４第１項第１号から第４号までに該当しないことを誓約する書面 

 

（登録事項の変更の届出） 

第８条の４ 法第３２条の７第１項の規定により変更の届出をしようとする者は、様式第７による届書を法第３

２条の登録をした都道府県知事に提出しなければならない。 

２ 前項の場合において、当該届出に係る変更が法人の業務を行なう役員に係るものであるときはそれらの者が

法第３２条の４第１項第１号から第３号までに該当しないことを誓約する書面、当該変更が業務管理者の変更

又は事務所の新設に係るものであるときは第８条第２項第２号から第４号までに掲げる書類を添附しなければ

ならない。 

 

（廃止の届出） 

第８条の５ 法第３２条の８の規定により採石業の廃止の届出をしようとする者は、様式第８による届書を法第

３２条の登録をした都道府県知事に提出しなければならない。 
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（業務管理者の職務） 

第８条の６ 法第３２条の１２第１項の経済産業省令で定める業務管理者の職務は、次の各号に掲げるとおりと

する。 

 一 採取計画の作成及び変更に参画すること。 

 二 岩石採取場において、認可採取計画に従って岩石の採取及び災害の防止が行なわれるよう監督すること。 

 三 岩石の採取に従事する者に対する岩石採取に伴う災害の防止に関する教育の計画の立案若しくは実施又

はその監督を行なうこと。 

 四 法第３４条の２の帳簿の記載及び法第４２条の報告について監督すること。 

 五 岩石の採取に伴う災害が発生した場合に、その原因を調査し、及びその対策を講ずること。 

 

（合格証等の再交付の手続） 

第８条の１３ 第８条の１０の合格証又は前条の認定証をよごし、損じ、又は失ってその再交付を受けようとす

る者は、様式第１４による申請書に写真（手札形とし、申請前６月以内に撮影した正面上半身像で、その裏

面に、撮影年月日、氏名及び年令を記載したもの）を添附して当該合格証又は認定証の交付をした都道府 

県知事に提出しなければならない。 

 

 

（採取計画に定めるべき事項） 

第８条の１４ 法第３３条の２第５号の経済産業省令で定める事項は、次に掲げるとおりとする。 

 一 岩石の賦存の状況 

 二 採取する岩石の用途 

 三 廃土又は廃石のたい積の方法 

 

（認可の申請） 

第８条の１５ 法第３３条の３第１項の規定により法第３３条の認可の申請をしようとする者は、様式第１５に

よる申請書を都道府県知事に提出しなければならない｡ 

２ 法第３３条の３第２項の経済産業省令で定める書類は、次に掲げるとおりとする。 

 一 岩石採取場の位置を示す縮尺５万分の１の地図 

 二 岩石採取場及びその周辺の状況を示す図面 

 三 掘採に係る土地の実測平面図 

 四 掘採に係る土地の実測縦断面図及び実測横断面図に当該土地の計画地盤面を記載したもの 

 五 法第３２条の登録を受けていることを示す書面 

 六 岩石採取場を管理する事務所の名称及び所在地、当該事務所の業務管理者の氏名並びに当該業務管理者が

当該岩石採取場において認可採取計画に従って岩石の採取及び災害の防止が行なわれるよう監督するための

計画を記載した書面 

 七 岩石採取場で岩石の採取を行なうことについて申請者が権限を有すること又は権限を取得する見込みが

十分であることを示す書面 

 八 岩石の採取に係る行為に関し、他の行政庁の許可、認可その他の処分を受けることを必要とするときは、

その処分を受けていることを示す書面又は受ける見込みに関する書面 

 九 岩石採取場からの岩石の搬出の方法及び当該岩石採取場から国道又は都道府県道にいたるまでの岩石の

搬出の経路を記載した書面 

 十 採取跡における災害の防止のために必要な資金計画を記載した書面 

十一 その他参考となる事項を記載した図面又は書面 

 

【解説】 

認可の申請（施行規則第８条の１５）について 

① 平成２５年２月１日以降は、市長に提出しなければならない。（府からの権限移譲による） 
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（採取計画の変更の認可の申請） 

第８条の１６ 法第３３条の５第１項の規定により法第３３条の認可を受けた採取計画の変更の認可の申請を

しようとする者は、様式第１６による申請書を当該採取計画の認可をした都道府県知事に提出しなければな

らない。 

２ 前項の申請書には、前条第２項各号に掲げる図面又は書面のうち採取計画の変更により記載内容の変更を必

要とするものを添附しなければならない。 

 

【解説】 

採取計画の変更の認可の申請（施行規則第８条の１６）について 

① 平成２５年２月１日以降は、市長に提出しなければならない。（府からの権限移譲による） 

 

（軽微な変更） 

第８条の１６の２ 法第３３条の５第１項の通商産業省令で定める軽微な変更は、当該変更によって当該変更に

係る採取計画に関し新たに災害が発生するおそれがないものとする。 

２ 前項の採取計画の軽微な変更の基準に関し必要な事項は、当該変更に係る採取計画の認可をした都道府県の

条例､規則その他の定めで定めることができる。 

  

（氏名等の変更の届出） 

第８条の１７ 法第３３条の５第４項の規定により法第３３条の３第１項第１号又は第２号の事項について変

更の届出をしようとする者は、様式第１７による届書を法第３３条の認可をした都道府県知事に提出しなけ

ればならない。 

 

【解説】 

氏名等の変更の届出（施行規則第８条の１７）について 

① 平成２５年２月１日以降は、市長に提出しなければならない。（府からの権限移譲による） 

 

 

（休止及び廃止の届出等） 

第８条の１８ 法第３３条の１０の規定により法第３３条の認可に係る岩石採取場における岩石の採取の休止

又は廃止の届出をしようとする者は、様式第１８による届書を当該認可をした都道府県知事に提出しなけれ

ばならない。 

２ 坑内掘りにより岩石の採取を行なった者が前項の届出を行なうときは、同項の届書のほか、岩石の採取の休

止又は廃止の際の土地の実測平面図、実測縦断面図、及び実測横断面図（坑内掘りによる掘採に係るものに限

る。）を提出しなければならない。 

 

【解説】 

休止及び廃止の届出等（施行規則第８条の１８）について 

① 平成２５年２月１日以降は、市長に提出しなければならない。（府からの権限移譲による） 

 

 

（標識の様式及び記載事項） 

第８条の１９ 法第３３条の１５の規定により採石業者が掲げる標識は、様式第１９によるものとする。 

２ 法第３３条の１５の経済産業省令で定める事項は、次に掲げるとおりとする。 

 一 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

 二 当該岩石採取場を管理する事務所の名称、所在地及び電話番号 

 三 登録年月日及び登録番号 

 四 当該岩石採取場に係る採取計画の認可年月日及び認可番号 
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 五 採取する岩石の種類、数量及びその採取の期間 

 六 掘採の方法及び掘採をする土地の面積 

 七 岩石の採取のための火薬類の使用の有無 

 八 岩石の採取のための機械の種類及び数 

 九 岩石採取場及びその周辺の状況を示す見取図 

 十 業務管理者の氏名 

 

（経済産業省令で定める物件） 

第８条の２０ 法第３３条の１６の経済産業省令で定める物件は、法第３３条の認可に係る岩石採取場に係る廃

土又は廃石のたい積したものとする。 

 

（帳簿の記載） 

第９条の２ 採石業者は、岩石採取場を管理する事務所ごとに帳簿を備え、記載の日から２年間保存しなければ

ならない。 

２ 法第３４条の２の経済産業省令で定める事項は、次のとおりとする。 

 一 岩石採取場ごとの一日当たりの岩石の採取実績 

 二 業務管理者が当該岩石採取場において岩石の採取に従事する者を監督した日時及びその内容 

 三 廃土又は廃石の処理、汚濁水の処理及び採取跡の崩壊防止施設の設置その他採取に伴う災害の防止のため

に講じた措置 

 四 岩石の採取に伴う災害が発生した場合にあっては、災害の状況、その原因及びそれに対して講じた措置 

 

（電磁的方法による保存） 

第９条の３ 前条第２項各号に掲げる事項が、電磁的方法（電子的方法、磁気的方法その他の人の知覚によって

認識することができない方法をいう。）により記録され、当該記録が必要に応じ電子計算機その他の機器を用

いて直ちに表示されることができるようにして保存されるときは、当該記録の保存をもって法第３４条の２

に規定する当該事項が記載された帳簿の保存に代えることができる。 

２ 前項の規定による保存をする場合には、経済産業大臣が定める基準を確保するよう努めなければならない。 

 

（報  告） 

第１１条 採石業者は毎年３月末日までに岩石採取場ごとに、経済産業大臣が告示で定める様式により、左に掲

げる事項を記載した業務の状況に関する報告書を当該岩石採取場の所在地を管轄する経済産業局長に提出し

なければならない。 

 一 採石業者の氏名又は名称及び住所 

 二 採取場の位置 

 三 採取する岩石の名称 

 四 岩石の採取の根拠となる権利の種類 

 五 製品の品目及び品目別の１年間の生産量 

 六 公益の保護のためにとった措置 

 

（申請書等の提出部数） 

第２３条 第１条から第７条まで、第９条、第１０条の４又は第１１条の規定により提出する申請書その他の書

類の部数は、正本一通及び写し一通とする。 

２ 第８条、第８条の３、第８条の４又は第８条の１１の規定により提出する申請書その他の書類の部数は、正

本一通及び写し一通とする。 

３ 第８条の２、第８条の５、第８条の９、第８条の１３、第８条の１７又は第８条の１８の規定により提出す

る届書その他の書類の部数は、正本一通とする。 

４ 第８条の１５又は第８条の１６の規定により提出する申請書その他の書類の部数は、正本一通及び当該岩石

採取場が所在する市町村の数に２を加えた数の写しとする。 
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ⅠⅠⅠⅠ－－－－５５５５    岸和田市岸和田市岸和田市岸和田市手数料条例手数料条例手数料条例手数料条例（（（（平成平成平成平成１２１２１２１２年年年年岸和田市岸和田市岸和田市岸和田市条例第条例第条例第条例第１５１５１５１５号号号号）（）（）（）（抄抄抄抄））））    

 

第２条 手数料の種類及び金額は、次のとおりとする。 

(66)  採石法（平成25年法律第291号）第33条の規定による認可に係る申請 １件 52,000円 

(67)  採石法第33条の５第１項の規定による変更認可に係る申請 １件 33,000円 
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ⅡⅡⅡⅡ採石業者登録関係申請書作成要領採石業者登録関係申請書作成要領採石業者登録関係申請書作成要領採石業者登録関係申請書作成要領（（（（参考参考参考参考））））    

「採石業者登録」と「採取計画の認可」の関係概要 

① 採取業を行おうとする者 

 

② 登録の申請（法 32条の２） 

 

③ 

登

録

の

申

請 

登録の拒否要件（法第 32条の４第１項） 

第１号 本法違反による罰金以上の刑に処せられてから２年以内の者（法第 43・44条） 

第 2 号 ⑱の登録の取消処分を受けてから２年以内の者（法第 32条の 10第１項） 

第３号 ⑱の登録の取消処分を受けてから２年以内の法人の業務執行役員がいる（法第 32条の 10第１項） 

第４号 法人の業務執行役員で第１号から第３号の該当者がいる 

第５号 業務管理者が不適格（法第 32条の 13第１項） 

   

④ 登録（法第 32条）       採石業者 

                                                 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑭採取計画の変更認可申

請（法第 33条の５） 

⑤採取計画の認可申請
（法第 33 条の３） ⑱登録の取消処分を受け

た者に係る全ての認可採
取計画はその効力を失う
（法第 33 条の 11） 

⑰

登

録

の

取

消 
 

 
 

登録の取消要件（法第 32 条の 10） 

第１号 
第２号 

③の登録の拒否要件に該当す

ることとなったとき 

第３号 登録事項の変更届義務違反（法

32条の７） 

第４号 ⑧の採取計画の認可を受けな

いで岩石の採取を行なったと

き 

第５号 ⑯の認可の取消処分を受けた

とき 

第６号 不正な手段により登録を受け

たとき 

⑥

認

可

の

基

準 

認否の判定基準（法第 33 条の４） 

公共の福祉に反すると認めるとき 

（１）他人に危害を及ぼす 

（２）公共の用に供する施設を損傷する 

（３）他の産業の利益を損する 

⑪
自
ら
の
理
由
に
よ
る
場
合
（
法
第
３
３
条
の
５
第
１
項
） 

⑬
認
可
採
取
計
画
の
変
更
命
令
に
よ
る
場
合
（
法
第
３
３
条
の
９
） 

⑦認可の条件 
（法第 33 条の７） 

⑧認 可（法 33条） 

⑩報告及び検査（法第 42条） 

（１）報告の徴収 

（２）立入検査 

⑫認可採取計画の変更命令 

（法第 33条の９） 

⑯

認

可

の

取

消 
 

認可の取消要件（法第 33条の 12） 

第１号 ⑦の条件違反 

第２号 ⑨の遵守義務違反 

第３号 ⑫の採取計画の変更及び⑮

の緊急措置命令違反 

第４号 不正な手段により認可をう

けたとき 

⑨遵守義務 
（法第 33 条の８） 

採

石

業

実

施 ⑮緊急措置命令等（法第 33条の 13） 

第１項 災害の発生が急迫している場

合の具体的措置命令 

第２項 本法違反の場合の具体的措置

命令 
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ⅡⅡⅡⅡ－－－－１１１１    採石業者登録申請採石業者登録申請採石業者登録申請採石業者登録申請    

１１１１    登録登録登録登録のののの申請申請申請申請（（（（採石法第採石法第採石法第採石法第３２３２３２３２条条条条））））    

採石業を行なおうとする者は、その事業を行なう前に採石業者の登録をうけな

ければならず、その登録にあたって、当該業を行なおうとする区域を管轄する都

道府県知事の登録を受けなければならない。 

  

 □ 登録の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ①採石業を行おうとする者は、採石業者登録申請書に次に掲げる書類を添付し、大阪府商工労働部商工

振興室経営支援課 総務・企画グループに提出する。提出部数は 2部とする。 

 ②知事は申請者を審査し、必要な場合は申請者に対して期限を付して補正を指示する。 

  申請者が登録の拒否要件（法第３２条の４）に該当するときは登録を拒否することとし、その旨申請

者に通知する。 

 ③知事は、登録の拒否要件に該当しない場合は、採石業者登録台帳に登載するとともに、申請者に登録

した旨を通知する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

    

    

    

    

    

    

    

    
    

 
採石業を 
行おうと 
する者 

（申請者） 

 
知 事 

 
（経営支援課） 

①申請 

②補正指示･登録の拒否 

③登録したことを通知・登録証の交付 

③採石業者登録 

台帳に登載 

□ 様式及び添付書類 

区  分 

必要書類 

申  請  者 備 

考 法  人 個  人 

採石業者登録申請書 様式第１号  

添   

付

書

類 

登録申請者の誓約書 
様式第１号の１ 

様式第１号の２ 

様式第１号の１  

法人の登記事項証明書 ● ―  

住民票 ― ●  

採石業務管理者試験合格証の写し又は採石業務

管理者認定書の写し 
●  

採石業務管理者の誓約書 様式第１号の３  

採石業務管理者に関する証明書 様式第１号の４  

採石業務管理者の住民票 ●  

採石業務管理者の継続雇用を 

証明する書面 

次のいずれかの書面 

・社会保険の被保険者証の写し 

・雇用保険の決定通知書の写し 

・源泉徴収票の写し 

・その他雇用関係を確認できる公的機

関の発行する書類の写し 
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ⅡⅡⅡⅡ－－－－２２２２        登録登録登録登録にににに係係係係るるるる届出等届出等届出等届出等    
１１１１    登録事項変更登録事項変更登録事項変更登録事項変更のののの届出届出届出届出（（（（採石法第採石法第採石法第採石法第３２３２３２３２条条条条の７の７の７の７））））    

登録申請書の記載事項に変更があったとき、すなわち登録簿に記載された事項

に変更があったときは、遅滞なく登録した都道府県知事に届出しなければならな

い。 

・変更事項の内容は、従前の内容と変更後の内容を対比して記入すること。 

・変更の年月日は、当該変更事由が発生した日を記載すること。 

・変更の理由については、当該変更事由が発生した理由を記載すること。 

 □登録事項変更の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

①大阪府において既に採石業者として登録を受けている業者が、採石業の登録事項に変更が生じた場合、 

登録事項変更届書（様式７号）に次に掲げる書類のうち変更に係るものを添付し、大阪府商工労働部

商工振興室経営支援課 総務・企画グループに提出する。提出部数は 2部とする。 

 ②知事は届者を審査し、必要な場合は届出者に対して期限を付して補正を指示する。届出者が登録の拒

否要件（法第 32条の 4）に該当するときは登録を拒否することとし、その旨届出者に通知する。 

 ③知事は、登録の拒否要件に該当しない場合は、採石業者登録台帳を変更するとともに届出者に登録台

帳を変更した旨を通知する。 

 

 

 

 

□    

 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

 
採石業の 

登録事項に
変更のある
採石業者 

（届出者） 

 
知 事 

 
（経営支援課） 

①届出 

②補正指示･登録の拒否 

③登録台帳を変更したこ

とを通知 

□ 添付書類 

区   分 必   要   書   類 

①個人の住所、氏名に係る変更の

場合 

住民票 

②法人の住所、名称、事務所の名

称、所在地に係る変更の場合 

法人の登記事項証明書 

③法人の業務を行う役員（監査役

を除くすべての役員）に係る変

更の場合 

変更役員の誓約書 様式第１号の２ 

法人の登記事項証明書 

④業務管理者に係る変更(追加)の

場合 

業務管理者試験合格書の写し又は業務管理者認定書の写し 

業務管理者の誓約書 様式第１号の３ 

業務管理者に関する証明書 様式第１号の４ 

業務管理者の住民票 

採石業務管理者の継続雇用を

証明する書面 

次のいずれかの書面 

・社会保険の被保険者証の写し 

・雇用保険の決定通知書の写し 

・源泉徴収票の写し 

・その他雇用関係を確認できる公

的機関の発行する書類の写し 

③採石業者登録 

台帳の変更 
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２２２２        承継承継承継承継のののの届出届出届出届出（（（（採石法第採石法第採石法第採石法第３２３２３２３２条条条条の６の６の６の６））））    

採石業者がその事業の全部を譲渡、又は相続、合併若しくは分割があった場合は、

当該承継に係る採石業者の登録をした都道府県知事に届出しなければならない。 

 □ 承継届出の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①事業の全部譲渡等により、採石業者の地位を継承したときは採石業承継届書（様式第 3号）（大阪府に

おいて採石業者として登録を受けていない業者が事業の全部譲渡等により採石業者の地位を承継した

ときは様式第 4 号）に次に掲げる書類を添付し、大阪府商工労働部商工振興室経営支援課 総務・企

画グループに提出する。提出部数は 2部とする。 

 ②知事は届者を審査し、必要な場合は届出者に対して期限を付して補正を指示する。届出者が登録の拒

否要件（法第 32条の 4）に該当するときは登録を拒否することとし、その旨届出者に通知する。 

③知事は、登録の拒否要件に該当しない場合は、採石業者登録台帳を変更するとともに届出者に登録台

帳を変更した旨を通知する。 

 □ 添付書類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

    

    

    

    

 
採石業者の

地位を 
承継した者 
（届出者） 

 
知 事 

 
（経営支援課） 

①届出 

②補正指示･登録の拒否 

③承継したことを通知 

③採石業者登録 

台帳に登載 

区   分 必   要   書   類 

①事業の全部を譲り受けた

場合 

採石業者事業譲渡証明書 様式第４号の２ 

事業の全部の譲渡があった

ことを証する書面 

採取地が自己の土

地の場合 

土地登記簿謄本 

 

採取地が他人の土

地の場合 

契約書又は同意書の

写し又は土地売買予

約契約書等の写し 

承継人の誓約書 様式第１号の１又は第１号の２ 

②承継人が2以上の相続人の

全員の同意により選定され

たものである場合 

採石業者相続同意証明書 様式第５号 

承継人の戸籍謄本  

承継人の誓約書 様式第１号の２ 

③相続人が1である場合又は

相続人が共同で相続した場

合 

採石業者相続証明書 様式第６号 

承継人の戸籍謄本  

承継人の誓約書 様式第１号の２ 

④合併の場合 
法人の登記簿謄本  

承継人の誓約書 様式第１号の１又は第１号の２ 

⑤分割の場合 

採石業者事業承継証明書 様式第６号の２ 

法人の登記簿謄本  

承継人の誓約書 様式第１号の１又は第１号の２ 
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３３３３    廃止廃止廃止廃止のののの届出届出届出届出（（（（採石法第採石法第採石法第採石法第３２３２３２３２条条条条の８の８の８の８））））    

採石業者が事業を廃止したときは、その登録をした都道府県知事に届出しなけ

ればならない。 

 

 □廃止届の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①大阪府において既に採石業者として登録を受けている業者が、採石業を廃止した場合、採石業廃止届

書（様式第 8 号）を、大阪府商工労働部商工振興室経営支援課 総務・企画グループに提出する。提

出部数は 2部とする。 

 ②知事は届者を審査し、必要な場合は届出者に対して期限を付して補正を指示する。 

③知事は、届書に不備がない場合は、採石業者登録台帳から当該採石業者を削除するとともに届出者に

登録台帳から登録を削除した旨を通知する。 

 

 

 

ⅡⅡⅡⅡ－－－－３３３３    登録関係申請書登録関係申請書登録関係申請書登録関係申請書・・・・届書等届書等届書等届書等のののの様式様式様式様式    

   別紙様式第１号から第８号のとおりとする。（様式番号については、採石法施行規則

第８条の規定のとおりとしているため、一部掲載のない様式があります。） 

   

 ［［［［インターネットによるインターネットによるインターネットによるインターネットによる様式様式様式様式サービスサービスサービスサービス］］］］    

   本書掲載の各様式については、大阪府庁ホームページからダウンロードすることが

できます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
採石業を 

廃止した者 
（届出者） 

 
知 事 

 
（経営支援課） 

①届出 

②補正指示 

③消除したことを通知 

③採石業者登録 

台帳から消除 
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ⅢⅢⅢⅢ        採石業務管理者採石業務管理者採石業務管理者採石業務管理者についてについてについてについて    

    
ⅢⅢⅢⅢ－－－－１１１１    業務管理者業務管理者業務管理者業務管理者のののの職務職務職務職務    

   採石業務管理者は、岩石の採取に伴う災害防止に関する職務を誠実に行なわなくて

はならない（法第３２条の１２）とされていて、採石業を行なうものは、その事務所

ごとに採石業務管理者を置かなければ登録を受けることができない。 

   また、岩石の採取に従事する者は、業務管理者がその職務を行なうために必要であ

ると認めて行なう指示に従わなければならない。 

＜業務管理者の主な職務内容＞ 

    ①採取計画の作成及び変更に参画すること 

    ②岩石採取場において、認可採取計画に従って岩石の採取及び災害の防止が行な

われるよう監督すること 

    ③岩石の採取に従事する者に対する岩石の採取に伴う災害の防止に関する教育の

立案若しくは実施またはその監督を行なうこと 

    ④帳簿（法第３４条の２）の記載及び報告（法第４２条）について監督すること 

    ⑤岩石の採取に伴う災害が発生した場合に、その原因を調査し対策を講じること 

    

ⅢⅢⅢⅢ－－－－２２２２    採石業務管理者試験採石業務管理者試験採石業務管理者試験採石業務管理者試験    

この試験は、岩石の採取に伴う災害防止に関し必要な知識及び技能について、都道

府県知事が行なうものであり、毎年１回実施されている。 

＜採石業務管理者試験受験願書＞ 

ア 受験願書   様式第９号 

イ 受験票    様式第９号の２ 

ウ 添付書類   写真（手札形とし、受験願書提出前期日６ヶ月以内に撮影した

正面上半身像で、その裏面に、撮影年月日、氏名及び年齢を記

載したもの）を受験票の所定の欄に貼り付ける。 

エ 受験手数料  条例（大阪府商工行政事務手数料条例）で定める額。 

納付の方法は、受験願書の所定の欄に、条例で定める金額の大

阪府証紙を貼り付けて納付するものとする。 

なお、納付された手数料については、当該試験事務に要した経

費を補填するものであるため、どの様な場合でも返還はしない。 

    

ⅢⅢⅢⅢ－－－－３３３３    採石業務管理者認定採石業務管理者認定採石業務管理者認定採石業務管理者認定    

     法第３３条の規定により採取計画の認可を受けて岩石の採取を行なっている採石業

者において、業務管理者が死亡、離職等により不在となり、業者の十分な努力にもか

かわらず業務管理者を置くことが困難となった場合、業務管理者試験を合格した者と

同等以上の知識・技能を有する者がおり、これを知事が認定することにより業務管理

者の資格が得られる。 
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＜採石業務管理者認定申請書＞ 

  ア 採石業務管理者認定申請書   様式第１２号 

   イ 添付書類   ・岩石の採取に従事した期間を記載した書面及びこれを証する

書面並びにその期間において岩石の採取に伴う災害を生じさせ

たことがないことを証明する書面 

            ・保安技術職員国家試験規則（昭和２５年通商産業省令第７２

号）第４条に規定する上級保安技術職員試験に合格した者にあ

っては、その合格証の写し 

            ・経済産業大臣または都道府県知事が行なう、岩石の採取に伴

う災害の防止に関する講習の課程を修了した者にあっては、こ

れを証する書面 

            ・履歴書   様式第１０号 

            ・写真（手札形とし、申請６月以内に撮影した正面上半身像で、

その裏面に撮影年月日、氏名及び年齢を記載したもの） 

   ウ 申請手数料  条例（大阪府商工行政事務手数料条例）で定める金額 

              納入の方法は、条例で定める金額の大阪府証紙を納付するも

のとする。 

             なお、納付された手数料については、当該認定事務に要した

経費を補填するものであるため、どの様な場合でも返還はしな

い。 

    

ⅢⅢⅢⅢ－－－－４４４４    採石業務管理者試験合格証及採石業務管理者試験合格証及採石業務管理者試験合格証及採石業務管理者試験合格証及びびびび認定証認定証認定証認定証のののの再交付申請再交付申請再交付申請再交付申請    

   採石業務管理者試験合格証及び認定証を破損、紛失し再交付を受けようとする者は、

再交付申請書を、当該合格証及び認定証を交付した都道府県知事に提出する。 

 

＜採石業務管理者試験合格証及び認定証の再交付申請書＞ 

   ア 再交付申請書  様式第１４号 

   イ 添付書類   ・写真（手札形とし、申請６月以内に撮影した正面上半身像で、

その裏面に撮影年月日、氏名及び年齢を記載したもの） 

            ・住民票 

            ・本人を確認できる書面の写し（運転免許証等） 

 

ⅢⅢⅢⅢ－－－－５５５５    様式様式様式様式    

別紙様式第１０号から第１４号のとおりとする。（様式番号については、採石法施行 

規則第８条の規定のとおりとしているため、一部掲載のない様式があります。） 

   

 ［インターネットによる様式サービス］ 

  本書掲載の各様式については、大阪府庁ホームページからダウンロードすることがで 

きます。 
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ⅣⅣⅣⅣ    採取計画採取計画採取計画採取計画のののの認可手続認可手続認可手続認可手続きについてきについてきについてきについて    

 

ⅣⅣⅣⅣ－－－－１１１１    採取計画採取計画採取計画採取計画のののの認可関係手続認可関係手続認可関係手続認可関係手続きのきのきのきの種類及種類及種類及種類及びびびび概要概要概要概要    

    

１１１１    採取計画認可申請採取計画認可申請採取計画認可申請採取計画認可申請    

           ［市長］       ［申 請 者］ 

      合同審査      申請書の提出 

                       申   請 

  関係法令           法第 33 条の３ 

           審   査 

  所管部局            

                       認   可 

 

                               ①計画の遵守義務 

          ①変更命令                               事      （法第 33 条の８） 

（法第 33条の 9）             業     ②標識の掲示 

②緊急措置命令等               着      （法第 33 条の 15） 

（法第 33条の 13）               手     ③帳簿の記載 

③立入検査（法第 42 条）                 （法第 34条の２） 

 

２２２２    採取計画採取計画採取計画採取計画のののの変更認可申請変更認可申請変更認可申請変更認可申請    

      合同審査       申請書の提出         

                       変 更 申 請    

  関係法令           法第 33条の５          

           審   査                

  所管部局                          

                       変 更 認 可    

                                

                               認可を更新する場合 

３３３３    採取計画採取計画採取計画採取計画のののの変更届変更届変更届変更届（（（（軽微軽微軽微軽微なななな変更変更変更変更のののの場合場合場合場合））））    

      合同審査 

                             

  関係法令     審    査 変更届の提出 

           現 地 確 認      変 更 届 

  所管部局     受    理  法第 33条の５     
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４４４４岩石採取休止届岩石採取休止届岩石採取休止届岩石採取休止届    

       合同審査 

 

  関係法令      審    査 休止届の提出 

            現 地 確 認      岩石採取休止届 

  所管部局      受    理  法第 33 条の 10 

 

 

  休止： 当該認可に係る岩石採取場における岩石 

の採取を引き続き６箇月以上休止する場合 

 

５５５５岩石採取廃止届岩石採取廃止届岩石採取廃止届岩石採取廃止届    

       合同審査             完  了 

 

  関係法令      審    査 廃止届の提出 

            現 地 確 認      岩石採取廃止届 

  所管部局      受    理  法第 33 条の 10 
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ⅣⅣⅣⅣ－－－－２２２２    採取計画採取計画採取計画採取計画のののの認可関係申請書認可関係申請書認可関係申請書認可関係申請書・・・・届出書及届出書及届出書及届出書及びびびび添付書類添付書類添付書類添付書類    

 

１１１１    採取計画認可申請採取計画認可申請採取計画認可申請採取計画認可申請    

    採石業者は、岩石の採取を行なう際には、岩石採取計画を作成し市長の認可を

受けなければならない。 

  ア 採取計画認可申請書  様式第１５号（２１枚綴り） 

    作成方法は、「Ⅴ-2 岩石採取計画認可申請書記載要領」によること。 

  イ 添付書類等 

    「Ⅴ-3 岩石採取計画認可申請書添付書類作成要領」により必要に応じて作成、

添付すること。 

  ウ 申請手数料 

    法第３３条の認可を受けようとする者は、条例（岸和田市手数料条例）で定め

る金額の手数料を市が発行する納付書で納付しなければならない。 

 

２２２２    採取計画採取計画採取計画採取計画のののの変更認可申請変更認可申請変更認可申請変更認可申請    

    法第３３条の認可を受けた採石業者が、当該認可に係る採取計画を変更しよう

とするときは、事前にその認可をした市長の変更の認可を受けなければならない。 

  ア 採取計画の変更認可申請書  様式第１６号（２枚綴り） 

    作成方法は「Ⅴ-2 岩石採取計画認可申請書記載要領」による。 

  イ 添付書類 

    採取計画認可申請書に準じて、変更に係るものを添付すること。 

  ウ 申請手数料 

    法第３３条の５の変更認可を受けようとする者は、条例（岸和田市手数料条例）

で定める金額の手数料を納付しなければならない。 

 

３３３３    採取計画採取計画採取計画採取計画のののの変更届変更届変更届変更届（（（（軽微軽微軽微軽微なななな変更変更変更変更のののの場合場合場合場合））））    

    法第３３条の認可を受けた採石業者が、当該認可に係る採取計画について軽微

な変更を行なおうとするときは、その認可をした市長に届け出なければならない。 

  ア 採取計画の変更届（軽微な変更の場合）    様式第１６号（２）（２枚綴り） 

    氏名等変更届（氏名又は名称等の変更の場合） 様式第１７号 

イ 添付書類 

    採取計画認可申請書に準じて、変更に係るものを添付すること。 

    氏名等変更届の添付書類については、「登録関係申請書･届書及び添付書類」に

準じること。 

  ※「軽微な変更」の要件 

    ・氏名又は名称及び住所、法人にあってはその代表者の氏名 

    ・機械設備を全く同じ形式の物に置き換える場合 
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    ・採取期間の短縮又は採取量の減少を行なうが、その他の事項については変更

しない場合 

 

４４４４    岩石採取休止届岩石採取休止届岩石採取休止届岩石採取休止届    

    認可を受けた採石業者は、当該認可に係る岩石採取場における岩石採取を６ケ

月以上休止しようとするときは、その認可をした市長に岩石採取休止届書を提出

しなければならない。 

  ア 岩石採取休止届書  様式第１８号 

 イ 添付書類 

     現況写真及び合同審査会で指示を受けた書面並びに図面等 

 

５５５５    岩石採取廃止届岩石採取廃止届岩石採取廃止届岩石採取廃止届    

    認可を受けた採石業者は、当該認可に係る岩石採取場における岩石採取を廃止

しようとするときは、その認可をした市長に岩石採取廃止届書を提出しなければ

ならない。 

 ア 岩石採取廃止届書  様式第１８号 

  イ 添付書類 

     現況写真及び合同審査会で指示を受けた書面並びに図面等 
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ⅣⅣⅣⅣ－－－－３３３３    採取計画採取計画採取計画採取計画のののの認可関係申請書認可関係申請書認可関係申請書認可関係申請書・・・・届書届書届書届書のののの様式様式様式様式    

    

  別紙様式第１５から第１８のとおりとする。 

        各様式各様式各様式各様式についてはについてはについてはについては、、、、岸和田市岸和田市岸和田市岸和田市ホームページからダウンロードしてくださいホームページからダウンロードしてくださいホームページからダウンロードしてくださいホームページからダウンロードしてください。。。。    
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ⅤⅤⅤⅤ    岩石採取計画認可申請書作成要領岩石採取計画認可申請書作成要領岩石採取計画認可申請書作成要領岩石採取計画認可申請書作成要領    

    

ⅤⅤⅤⅤ－－－－１１１１    一般的注意事項一般的注意事項一般的注意事項一般的注意事項    

    

１．岩石採取計画認可申請書（以下「申請書」という。）は、読みやすいように丁寧に記

入すること。 

記入に際しては、Ⅴ-2 申請書記載要領を参考に簡潔に書くこと。なお、岩石採取

認可申請書・添付書類及び添付図面の用語については、必ず統一すること。 

２． 添付書類・添付図面は見やすいようにきれいに作成すること。 

添付書類・添付図面をもとに岩石採取計画の審査を行なうので、正確にわかりやす

く作成すること｡また、記載する内容は申請書記載要領を参考にして記入もれのない

よう点検した上で提出すること。 

３． 添付書類・添付図面には標題等を付けること。 

添付書類・添付図面には次のとおり必ず標題等を付けること。 

（ア）書面の場合 

 

                            「Ⅴ-3-1 添付書類一覧表」  

の標題を記入する。 

 

 

 

○  添        インデックス 

○  付        （見出し）に 

右のような標題を          契  書        番号を記入す 

   表紙に付ける。           約  類        る。 

                     書  ４ 

 

 

           ○ 

           ○ 

           契             「Ⅴ-3-1 添付書類一覧表」 

           約              の番号を記入する。 

           書 
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   (イ) 図面の場合 

    （ⅰ）方位、縮尺を必ず記載すること。 

    （ⅱ）申請者名、採取場名を記載すること。 

    （ⅲ）実測図面については、測量年月日、測量者名を記載すること。 

    （ⅳ）図面作成年月日を記載すること。 

 

「Ⅴ-3-2に基づく添付図面一覧」 

の番号を記入する。 

 

 

     添付図面８ 

     × × 平 面 図 

       縮尺１／１０００          「Ⅴ-3-2 に基づく添付図面一覧」 

の標題を記入する。 

 

 

                         縮尺を必ず記入する｡ 

  方位を必ず記入する。 

 

  （ウ）図面を折りたたむ場合 

                     

         １５ｃｍ       インデックス（見出し）に番号を 

                    記入する。 

 

           ×  添           「Ⅴ-3-2 に基づく添付図面一覧」 

        縮  ×  付               の番号を記入する。 

   ２５   尺  平  図 

   ｃｍ   千  面  面 

        分  図  ８          「Ⅴ-3-2 に基づく添付図面一覧」 

        の                     の標題を記入する。 

        １ 

 

 

    縮尺を必ず記載する。 
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４．申請書、添付書類及び添付図面はファイルに綴じて提出すること。 

申請書及び添付書類は適当な大きさの図面袋とともにＡ４判のファイルに綴じ、そ

の図面袋の中に添付図面を入れること。また、添付書類一覧表（Ⅴ-3-1）及び添付図

面の一覧表（Ⅴ-3-2）を必ず添付すること。 

ファイルの表紙及び背表紙には、下図のとおり申請者名等を記入すること。 

 

      インデックス（見出し） 

                                    添付図面 

 

                       ○  添 

                       ○  付          図面袋 

                       平  図 

   ［背表紙］ 

 

      岩         ×××認可申請書             

      石            

    認 採 

    可 取 

    申 計 

    請 画                              申請書 

    書                                及び添 

   ○                                 付書類 

   ○ 

   砕 

   石 

 

                                インデックス 

                                 （見出し） 

    ［表  紙］ 

    ・タイトル 

    ・申請者名 
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 ５． 申請書の提出から認可までの事務処理の期間は、６０日としており、事前協議書

の提出については事前審査及び指示事項の修正に要する期間を考慮し、余裕をもっ

て行なうこと。 

    なお、事前協議書の提出及び申請書の提出が遅れた場合、着手しようとする日ま

でに認可を受けられないことがあるので前記期日を厳守すること。 
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ⅤⅤⅤⅤ－－－－２２２２    岩石採取計画認可申請書記載要領岩石採取計画認可申請書記載要領岩石採取計画認可申請書記載要領岩石採取計画認可申請書記載要領 

   申請書の様式は、「Ⅳ-３ 採取計画の認可関係申請書・届書の様式」第１５号（２１

枚綴り）によること。 

 

１１１１．「．「．「．「申請書表紙申請書表紙申請書表紙申請書表紙」」」」    

  ① ＊印の欄は、記入しないこと。 

  ② 市発行の納付書での認可手数料領収書の写し（Ａ４サイズ）を申請書と一緒に

提出すること。 

③ 「申請年月日」は申請書受付時に必ず記入すること。 

  ④ 「住所、氏名」等 

    採石業者登録通知書と同じであること。 

    （登録事項に変更があった場合は、岩石採取計画認可申請に関係なく直ちに法第

３２条の７の規定による変更の届出を行なうこと｡） 

  ⑤ 「電話番号」は、採石場を管理する事務所並びに採石場の電話番号を市外局番か

ら必ず記入すること。 

  ⑥ 「登録番号、登録年月日」 

    採石業者登録通知書と同じであること。 

 

  ［添付書類］ 

    ・ 採石業者登録通知書の写し 

    ・ 採石業者登録変更通知書の写し 

 

２２２２．「．「．「．「１１１１    他他他他のののの行政庁行政庁行政庁行政庁のののの許認可状況許認可状況許認可状況許認可状況」」」」    

  ① 「該当法令」欄は、該当する法令に○印を記入すること。 

  ② 「許認可の有無」欄は、今回の認可申請に係る内容が、既に他法令の許認可済の 

ものについては許認可の期間を、また採石法の認可申請と同時に申請するものにつ 

いては申請中と記載すること。 

また、申請中のものは、備考欄に申請に係る許認可期間（予定）を記入すること。 

  ③ 「許認可の際の主な条件」欄は、他法令の許認可において、特に条件を付記され 

   た場合に記入すること。 

 

  ［添付書類］ 

・ 採石法及び該当法令の前回許認可書の写し（新規申請は不要） 

・ 特定施設の届書の写し 

・ 申請区域内に農地、里道及び水路等がある場合は、一時転用等許可書の写し、

若しくは許可等を受ける見込みであることを証する書面 

    ３３３３．「．「．「．「２２２２    採石場周辺採石場周辺採石場周辺採石場周辺のののの状況状況状況状況」」」」    

  岩石採取場並びにその周辺３００ｍ以内の土地の利用状況及び同範囲内に存する道路、 
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 河川及び鉄道その他の公共の用に供する施設の状況について記入すること。 

① 箇条書きに記入すること｡ 

② 「公共の用に供する施設」とは、法第１０条第１項第１号によるものとする。 

③ 「岩石採取場周辺状況図」に示す内容を文章で記入すること。 

 

［添付書類］ 

    ・ 岩石採取場周辺状況図 

  （記載例）  

 採取場の敷地境界から  ・ 山林○○％、田畑△△％、宅地□□％。 

 ３００ｍ以内の土地利  ・ 北側は山林地、南側は住宅地である。 

 用状況         ・ 採石場下流１００ｍから農地（畑）が広がっている。 

採取場の敷地境界から  ・ ○○神社まで約２００ｍ（南西側） 

 ３００ｍ以内の公共施  ・ 住宅５戸、最も近い民家までの距離約１５０ｍ（南側） 

 設及び建物等の状況   ・ 国道○○号までの距離約２００ｍ（西側） 

                 通行車両約３０００台／日、歩行者３５０人／日 

             ・ 東側を１級河川○○川が流れている｡河川までの距離約２

８０ｍ。 

 

    ４４４４．「．「．「．「３３３３    岩石岩石岩石岩石のののの賦存賦存賦存賦存のののの状況状況状況状況」」」」 

  ① 採取区域及びその周辺の地形、地質、採取しようとする岩石の走行、傾斜、厚さ等を

記入すること。 

    また、試験等を実施した場合はその結果について説明し、「地質図」を添付すること。 

② 岩石採取場の採取区域内において採取しようとする岩石の賦存量等について記載

すること。 

 

  ［添付書類］ 

    ・採掘土量計算書 

（記載例）  

   採取場一帯は、標高２００～３００ｍの山が重畳し、地形は比較的急峻である。地

質は丹波層群と呼ばれる古成層からなり、層理は走行７０°～８０°ｗ、傾斜は４０°

～７０°ｓを示す砂岩は暗灰色を呈し、粒度は一定していない。岩質は非常にやわらか

いものと熱変質を受けた硬質なものがあり、表土及び風化岩は中腹部から山頂にかけて

厚く３～５ｍ位ある。 

 

 

 ５５５５．「．「．「．「４４４４    岩石採取場岩石採取場岩石採取場岩石採取場のののの区域区域区域区域」」」」    

① 採取場の所在地には、代表となる土地について公称の地名、地番を記入し、その他 

の採取場区域内の地番の総数についても他○○筆として記入すること。 
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② 行為区域及び保全区域の欄には、採取場に係るすべての土地について、土地の用途 

に応じた区分の欄に、所在地を地番まで記入すること 

  ③ 行為区域区分の「その他」欄は、採掘箇所及び特定施設（調整池等）以外の残余

面積を記入し、小計が丈量図による行為面積に合致すること。 

  ④ 地番数が多くこの欄に記入できない場合は、本様式をもとに記入欄を広げて記入

すること（複数頁にわたって可）。 

  ⑤ 所在地番（大字、小字含む）、地目、所有者名については、「土地登記簿謄本」の

とおり記入すること。 

  ⑥ 契約又は同意の期間等採取権限関係詳細については、「20202020 土地土地土地土地のののの権利関係表権利関係表権利関係表権利関係表」に

記入すること。 

 

［添付書類］ 

・ 土地登記簿謄本 

・ 地籍図 

・ 採取権限関係の書面 

・ 他行政庁の許認可関係書面 

・ 岩石採取場位置図（岩石採取場の位置を示す縮尺２万５千分の１の地図） 

・ 岩石採取場周辺状況図（岩石採取場及びその周辺の状況を示す図面） 

・ 丈量図 

  （記 載例 ） 

 

                 

採取場の所在地   岸  和  田  市 ○ ○ 町  ○ ○ － ○ 他 △ △ 筆 

                 

                        面  積 

区     分 所  在  地  番 地 目 （実  測） 所有者氏名 備  考 

                         （㎡） 

行        河合町○○－○×  山 林  1,500.55    採石太郎 

為 採掘区域   河合町××－××  山 林  1,750.25    採石次郎 

区 （切羽個所） 河合町××－△△  山 林    1,200.20    鉱業資子 
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６６６６．「．「．「．「５５５５    岩石岩石岩石岩石のののの種類種類種類種類ならびにならびにならびにならびに数量数量数量数量」」」」    

 ① 「総採取量」は、表土及び風化岩を含む申請期間の合計土量を記入すること。 

 ② 「採取する岩石名」は、法第２条に規定する岩石の名称を記入すること。 

  通称名がある場合には、岩石名の下に（ ）書きでその名称を記入すること。 

   また、２種類以上の岩石の採取の場合は、種類ごとに記入すること。 

 ③ 「月間最大採取量」は、申請期間中の採取量の最も多い月の採取量を記入すること。 

 ④ 各年の「年間総採取量」は、１００ｍ３単位及び１００ｔ単位で記入すること（１０

０ｍ3未満及び１００ｔ未満は切り捨てること）。 

⑤ 「岩石の真比重」は、ほぐす前の地山の比重を記入すること。 

 ⑥ 「表土及び風化岩」は、製品とせず埋め立て若しくは処分するものを記入すること

（表土及び風化岩のうち製品して販売するものについては、上欄に記入すること）。 

 

 ［添付書類］ 

   ・ 採掘土量計算書（廃土、廃石の発生量計算書を含む） 

 

７７７７．「．「．「．「６６６６    採取採取採取採取するするするする岩石岩石岩石岩石のののの用途用途用途用途」」」」    

    採取しようとする岩石の用途別年間生産量を記入すること。 

① 申請の期間が１年以上の場合は、最大の年次について記入すること。 

② 「砕石（業）」とは、主として道路用、コンクリート用の骨材の生産を目的とするも

の。 

③ 「石材（業）」とは、主として土木建築用石材の生産を目的とするもの。 

 ④ 風化花こう岩（いわゆる真砂土）を採取している場合は、「石材」の「その他」欄に

記入すること。 

 ⑤ 同一採石場において、兼業として埋め立て用岩石を採取している場合は、「石材」の

「その他」欄に記入すること。 

 ⑥ 専業として、埋め立て用岩石の採取をしている場合及び工業用原料（採取業）の兼

業として埋め立て用岩石の採取をしている場合は、「石材」の「その他」欄に記入する

こと。 

 

８８８８．「．「．「．「７７７７    採取期間採取期間採取期間採取期間」」」」    

  「採取期間」については、「Ⅶ-1 岸和田市岩石採取計画の認可期間を定める要領」によ

るものとする。 

 ① 要領に定める期間であっても、権限関係の書面（土地貸借等に係る契約書又は同意

書）における権限を有する期間を超えて認可を行なうことはできないので、注意する

こと。 

   なお、この場合は②欄に記入すること。 

 ② 「今後の操業予定年数」は、今回の申請の期間を含めて記入すること。 

 ③ 「日操業時間」は、休憩時間も含めた勤務時間を記入すること。 
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９９９９．「．「．「．「８８８８    表土及表土及表土及表土及びびびび風化岩風化岩風化岩風化岩のののの除去方法及除去方法及除去方法及除去方法及びびびび使用機械使用機械使用機械使用機械」」」」    

 ① 表土及び風化岩（製品とせず埋め立て若しくは処分するものを対象とする）が発生

する場合のみ記入すること。 

 ② 使用する機械は、機種別、能力別に記入すること。 

 ③ 除去の方法については、その施工方法を具体的に記入すること。 

 （記載例）  

             機    械    名  台  数  能        力 

 表土及び風化岩の除去   ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞｰ   D85A         １ 台    230PS  180ｍ３/h 

 に使用する機械      ﾊﾟﾜｰｼｮﾍﾞﾙ PC220LC-3      １ 台    155PS  100ｍ３/h 

             

              採掘箇所頂端から常時１０ｍ以上の表土を除去しておく。 

 表土及び風化岩の除去   採掘個所が他人地と隣接している場合は、境界から保全域 

             区域として５ｍ以上確保する。 

 方法           保全区域に接する法面は４０°以下の勾配とする。また、

必要に応じ法面の土羽打ち、植栽、しがら等により土留工を 

             施工する。  
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１０１０１０１０．「．「．「．「９９９９    原石採取方法及原石採取方法及原石採取方法及原石採取方法及びびびび使用機械使用機械使用機械使用機械」」」」    

 ① 「採掘方法」は、露天掘り・坑内掘りの別と、階段掘り・傾斜面掘りの別を記入す

ること。 

  （露天掘りの場合は、原則として階段掘りとする。） 

② 「採掘手段」は、手掘り・機械掘りの別を記入すること。 

③ 「ベンチ形成方法」は、具体的にベンチの形成方法を記入すること。（露天階段掘り

の場合は、原則として山頂からベンチを形成すること。） 

 

 ［添付書類］ 

・ 採掘に係る実測平面図 

・ 採掘に係る実測縦断面図 

・ 採掘に係る実測横断面図 

・ 採掘規格図 

 

 （記 入例 ） 

採掘方法（ 

採掘手段（ 

法    高   １０ ｍ  階  段  幅   ５ ｍ  計画階段数   ５ 段 

採掘 面角 度   ６０ 度  採 掘 方 向  南・東  保 全 距 離  ５～３０ｍ 

        ・ 山頂にベンチをつくり採掘の進行に伴って山全体を低くしていく 

         山頂型ベンチカット。  

ベンチ形成方法  ・ 山の斜面にベンチを取り山を横から採掘していく、山腹型ベンチ 

         カットとし、採掘規格図のとおり階段の高さ１０ｍ以下、ベンチ幅 

         ５ｍ以上を取り、採掘面の勾配を６０°以下とする。 

名      称   能    力  台  数  一ヶ月平均稼動時間  備   考 

主  さ く 岩 機  

要    さ く 孔 機 ＣＤ－６１０型   １ 台    ８０ ｈ 

採  小  割  機 ＫＢＨ２２０    １ 台   １５０ ｈ 

掘  パワーショベル ＰＣ－２２０ＬＣ－５   １ 台   １５０ ｈ 

機 

械 

器 

具 

そ附 給  水  機 

の属 空 気 圧 縮 機 ＥＣ１７０Ｖ    １ 台    ８０ ｈ 

他機 

 械 
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１１１１１１１１．「．「．「．「10101010    火薬類及火薬類及火薬類及火薬類及びびびび飛石防止措置飛石防止措置飛石防止措置飛石防止措置」」」」    

    ①    「使用の有無」で有の場合は、発破規格について「発破規格図」を作成し添付する

こと。 

 ② 「小割発破実施の有無」で有の場合は、「１．穴ぐり」、「２．貼付」のいずれかに○

印を付けること｡ 

③ 各欄の記入に際しては、火薬類取締法に基づく申請内容と相違ないか注意すること。 

④ 「さく孔の方向」は、現況の自由面に対しての方向を記入すること。（例えば平行又 

は斜） 

 

 ［添付書類］ 

   発破規格図 

 （記 載例 ） 

 

 使用の有無  ○有・無  小割発破実施の有無  有・○無   ○1 ．穴ぐり ２．貼 付 

 

  区  分  火薬（kg）  爆薬（kg）  工業雷管（ヶ） 電気雷管（ヶ） 導火線（ｍ） 

 月間最大使用量         ２０００           ３００ 

 年間最大使用量        ２２０００          ３３００ 

  

さく 孔の 径  ６５ ㎜～７０ ㎜   発 破 回 数  １ 日 当 り    １  回 

 さく孔の長さ   １ m～ ６ ｍ          １ヶ月当り    ８  回 

 さく孔の方向  横 孔 ・ 縦 孔          9:30～10:00   15:00～15:00 

 １孔当たりの装薬量  0.75  kg～ 7.50 kg  発破実施時刻  10:30～11:00  16:00～16:30 

                                                       14:00～14:30   

  危険区域の設定   ○有   ・  無 

 見張人の配置   ○有   ・  無   切羽から最も近い 

 発破予報の有無   ○有   ・  無   民家までの距離      ５００    ｍ 

 発破予報の方法  サイレン吹鳴による         ・必要に応じて柵囲を行なう。 

                    飛石防止施設 ・小割は金網を使用する。 

 

 

      災 害 の 態 様           災 害 の お よ ぼ す 範 囲 

  １．発破の際の飛石         １．採掘切羽面から５０ｍ（又は敷地境界） 

  ２．小割発破による飛石         まで。 

  ３．採掘切羽面の自然崩壊による   ２．小割する岩塊から２０ｍまで。 

    飛石              ３．採掘切羽面から２０ｍまで。 
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１２１２１２１２．「．「．「．「11111111    破砕選別破砕選別破砕選別破砕選別」」」」    

 ① 「破砕選別の有無」で有の場合は、「グリズリスクリーンのみ」又は「機械破砕選別」

のいずれかに○印を付けること。 

 ② 「破砕選別の有無」で有の場合は、破砕選別系統図（フローシート）を作成し、添

付すること。 

③ 破砕選別の系統が様式区分と異なる場合、又は様式欄に書ききれない場合は「選別

施設一覧表」を添付し、その旨を様式内に明記すること。 

 

 ［添付書類］ 

・ 破砕選別系統図（フローシート） 

・ 選別施設一覧表（上記③に該当する場合） 

 

１３１３１３１３．「．「．「．「12121212    原石又原石又原石又原石又はははは製品製品製品製品のののの水洗水洗水洗水洗いいいい」」」」    

 ① 「水洗の有無」で有の場合は、「循環使用」するのか、使用後直ちに調整池に「排水」 

  するかのいずれかに○印をつけること。 

 ② 「取水場所」は、地下水、河川、湖沼等の別を記入するものとし、地下水以外は名

称で記入すること。 

 ③ 「平均取水量」は、１日当り平均取水量及び１日当り平均循環水量を記入すること。

（ただし、循環水量＝水洗い水量） 

 （記 載例 ） 

水 洗 の 有 無  有 ・ 無    ○1 ．循環使用   ２．排  水 

 

設  機    械    名   能  力 （ｍ3／ｈ）   台       数 

  取水用  ○○ポンプ   取水用   ３０      取水用    ２ 

備 循環用  ○○ポンプ   循環用   ６０      循環用    ２ 

取  取 水 場 所  平均使用水量（ｍ3／日）   滞 溜 池 の 大 き さ 

水  一級河川 ○ ○ 川  取 水    ２０       

量              循環水    ２０        ３００ｍ3 

 

１４１４１４１４．「．「．「．「13131313    場内運搬機械場内運搬機械場内運搬機械場内運搬機械」」」」    

 ① 採取場内において、原石、廃土・廃石、製品の運搬及び積込みに使用する機械の名

称、規格、台数、１ヵ月平均稼動時間を記入すること。 

 ② 様式内に書ききれない場合は、「場内運搬機械一覧表」を作成し添付し、その旨を様

式内に明記すること｡ 

 ③ 「１ヵ月平均稼動時間」は、１台当りで記入すること。 

 

 ［添付書類］ 

   ・ 場内運搬機械一覧表（上記②に該当する場合） 
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 （記 載例 ） 

運 搬 区 分    名     称   規          格      台 数   1 ヵ月平均稼動時間（h／月） 

               ﾊﾟﾜｰｼｮﾍﾞﾙ     ０．９ｍ3  155PS     １      ２６０ 

原   石     ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ             １０ｔ       １      ２６０ 

 

        ﾎｲｰﾙﾛｰﾀﾞｰ       ２．９ｍ3  180PS      1      ２２０ 

廃土・廃石    ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ             １０ｔ       １      ２２０ 

 

               ﾎｲｰﾙﾛｰﾀﾞｰ       ２．５ｍ3  160PS   １      ２６０ 

製   品     ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ             １０ｔ       １      ２６０ 

 

 

 

１５１５１５１５．「．「．「．「14141414    場外輸送機械場外輸送機械場外輸送機械場外輸送機械」」」」    

 ① 採取場外において、原石、廃土・廃石、製品の運搬に使用する運搬車の種類、台数、

搬出する主体を記入すること。 

 ② 「運搬車の種類」は、自社、会社請負、傭車、引取車別に記入すること。なお、引

取車の場合は「台数」欄は記入しないこと。 

 （記 入例 ） 

運 搬 区 分  運 搬 車 の 種 類  台  数（台）  搬 出 す る 主 体 

         ８ｔダンプトラック    ４      自 社 

原    石  １０ｔダンプトラック    ５      ○○会社請負 

        

 

廃土 ・廃 石     

 

         ８ｔダンプトラック    １０     傭 車 

製    品  １０ｔダンプトラック           引取車 

 

一日当りの平             一日当りの搬出 

均的搬出トン数    ５００ トン／日 運搬車の延台数    ５０  台／日 

採取場から国道・府道に至る経路 私道→市道○○線→府道××線→国道△△号 

        ・ 小中学校の登下校時や早朝、深夜を避ける｡ 

岩石 の搬 出  ・ 地域住民との間にダンプ運搬に関する協定を締結している。 

に 際 す る  ・ 運搬道路は、必要に応じ散水を行ない、粉塵の発生を防止する。 

災害防止方法  ・ 採取場には常時運行責任者を置き、輸送中の水たれ、シートの被覆、  

         過積載等の点検を行ない、適正な車以外の搬出は認めない。 

        ・ 運転手に対する安全運転教育を定期的に実施する。 
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１６１６１６１６．「．「．「．「15151515    岩石岩石岩石岩石のののの採取採取採取採取にににに伴伴伴伴うううう災害災害災害災害のののの防止措置防止措置防止措置防止措置」」」」    

 （１）から（５）の各様式について、岩石の採取に伴い予想される災害の態様、災害の

およぼす範囲及びその災害の防止措置について記入すること。 

 （記 載例 ） 

（１）土地の崩壊亀裂又は陥没の防止措置 

        １．断層、褶曲、層理､石目等の        １．採掘切羽付近 

亀裂による岩盤の崩壊   災害のおよぼす  

災害 の態 様  ２．発破後の落石       範      囲 ２．採掘切羽付近 

        ３．集積した表土の崩壊            ３．採掘切羽付近 

採掘面の高さ       ｍ   採掘面の勾配        度 

１．採掘に先立ち常時採掘箇所頂端から１０ｍ以上の表土を除去しておく。   

２．採掘斜面を安全勾配に保ち、階段の幅は、起砕岩の広がりを考慮し、 

災害防止措置  万一崩落があっても階段にたい積するようにする。 

３．亀裂防止策として起砕に際し火薬量を適正にする。 

４．設定した保全区域の法尻に石積等を設置することにより、隣接地の

崩壊を防止する。 

 

（２）騒音災害の防止措置 

        １．発破の音              １．採掘切羽を中心として 

        ２．さく岩機の音             周囲２～４㎞ 

災害 の態 様  ３．重機、車両の音   災害のおよぼす ２．採掘切羽付近 

        ４．破砕選別施設等から 範     囲 ３．採取場付近 

         発生する音              ４．プラントを中心しとて 

        ５．小割のための破砕音          周囲１㎞ 

           （アイオン機）          ５．小割作業を行なう付近 

１．プラントの騒音発生源を建屋で囲み騒音規制基準以下とする。 

災害防止措置  ２．さく岩機、パワーショベル等重機並びに発破は、地形を勘案し最も 

 騒音の少ないような場所並びに作業時間を考慮する。 
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（３）粉じん災害の防止措置 

        １．さく岩機から発生す         １．採掘切羽面 

         る岩粉 

        ２．たい積物から発生す         ２．たい積位置から５０ｍ 

         る粉じん                ～１００ｍ 

災害 の態 様  ３．原石投入口から発生 災害のおよぼす ３．投入口付近 

         する粉じん      範     囲 

        ４．クラッシャー、フル         ４．破砕施設を中心として 

         イ及びベルト等から発          周囲１００～２００ｍ 

         生する粉じん 

        ５．製品積込機の操作時         ５．操作箇所周辺 

         に発生する粉じん 

               １．クラッシャー、グリズリフィーダー等の発生源を建 

       破砕選別機部分  屋で囲み、粉じんを大気汚染防止法及び府条例並びに

市条例の規制値以下にする。 

               ２．必要な箇所に集じん機又は散水機を設置する｡ 

       ベルトコンベアー １．搬送用ベルトコンベアー部分をフード等で覆う、又 

災害防止措置 部     分  は適時散水する。 

               １．廃土・廃石のたい積場は、粉じんが飛散らないよう 

       たい積場及び  シートで覆う。 

       道 路 部 分 ２．必要に応じ散水する。 
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（４）汚濁水の流出防止措置 

       １．調整池の維持管理の不         １．河川の汚濁及び土砂の 

        備による土砂及び汚濁水          たい積 

        の場外への流出     災害のおよぼす ２．上記に同じ、場内の汚 

災害の態様  ２．場内排水溝並びに排水 範     囲  泥化 

        路破損による汚濁水の発         ３．上記に同じ 

        生 

       ３．ヘドロによる汚水発生 

       汚濁水発生量     ｍ3／日 汚濁水水質 

       汚 名   称 構 造 大きさ（たて×よこ×深さ） 立地条件 流末河川名 

       濁 

       水 

       処 

災害防止措置  理 

       施 

       設 

        プラントは設置しない（又はプラントは乾式）ので、これからの発生汚 

       濁水はない。降雨による採取場通過汚濁水は採掘切羽下方に集水溝を設け、 

       調整池へ集水のうえ清澄にして放流する。（清澄水は市条例に定める排水基 

       準以下とする。） 

 注）・「汚濁水発生量」及び「汚濁水水質」は「水洗い有」の場合のみ記入すること。 

 

（５）重機車両に伴う災害防止措置 

１．ブルドーザー作業によ         １．オペレーター自身 

        る切羽面からの転落   災害のおよぼす 

災害の態様  ２．原石運搬車からの落石 範     囲 ２．運搬車通過道路付近 

        による災害 

       １．切羽頭頂等転落が予想される箇所での重機作業には安全を図るため作

業監視人を配置する。 

災害防止措置 ２．運搬道路を整備する。 

       ３．重機操作の安全を図るため、オペレーターを教育する。 
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１７１７１７１７．「．「．「．「16161616    廃土廃土廃土廃土・・・・廃石廃石廃石廃石・・・・製品等製品等製品等製品等のののの流出防止措置流出防止措置流出防止措置流出防止措置」」」」    

（１）から（３）の各様式について、採取場内及び採取場外における廃土・廃石・製品等

のたい積に伴い予想される災害の防止措置について記入すること。 

 （記 載例 ） 

（１）廃土又は廃石のたい積方法 

廃 土 ・ 廃 石 の 量          ｍ3  たい積場の設置場所   

たい積場の大きさ（広さ）              ㎡  た い 積 可 能 量              ｍ3 

製品たい積場の大きさ（広さ）          ㎡  た い 積 可 能 量              ｍ3 

                    ・ 廃土、廃石は直ちに搬出されるので、たい積場は設けていない。 

廃土・廃石の処理方法 ・ 一時たい積場として添付図面に示すように切羽下方平坦地に最大 

並 び に そ の 計 画  ２，５００ｔ以内の廃土、廃石を高さ２ｍ、法面勾配は自然安全 

                     勾配とする。また、雨水の浸透、洗掘を防止するため、たい積物 

                     法尻にコンクリート塊（トウフ）を設置する。 

 注）① 「たい積場の設置場所」は、「採取場内」又は「採取場外」と記入すること。 

   ② 「たい積可能量」は、計画たい積場に対する最大たい積可能容量を記入するこ

と。 

   ③ 「たい積の方法の設計書」（安定計算書等）及び「たい積の方法の図面」を添付 

    すること。 

 

（２）廃土・廃石及び製品の流出防止措置 

        １．たい積物の崩壊           １．たい積場付近 

災害 の態 様  ２．雨水、沢水等による 災害のおよぼす ２．河川汚濁並びに土石 

         たい積物の洗掘    範     囲  流入たい積 

        １．平坦地 

立 地 条 件  ２．山崩れ、地すべり等のおそれがない 

        ３．下方に人家等の施設がない 

 

土 留 施 設  １．コンクリート製で自重及び外力に対して安定。 

        ２．たい積場の水分を排除するため周囲に排水溝を設ける｡ 

         廃土・廃石は埋立用に予定している。掘削に先立ち、除去する廃土・ 

災害防止措置  廃石及び岩石採取に伴って出る廃土・廃石は、直ちに搬出するのでたい 

        積場は設置しない。 
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（３）採取場外たい積の状況 

           廃 土 ・ 廃 石           製         品 

所 在 地   

面積及び容量  面 積  ㎡  たい積可能容量   ｍ3   面 積 ㎡   たい積可能容量   ｍ3 

 

たい積の期間   

将来 の計 画   

及 び 目 的   

保安 状況 と   

対    策   

立地条件及び   

付近 の状 況   

  注） 岩石採取計画認可申請地以外に廃土・廃石等のたい積場を有している場合のみ 

記入すること。 

 

１８１８１８１８．「．「．「．「17171717    採掘終了時採掘終了時採掘終了時採掘終了時のののの措置措置措置措置」」」」    

（施設及び対策） 

１．採掘終了時においては隣接地との間の保全区域が崩壊しないよう土留工を施す。 

 ２．最終残壁の傾斜は６０°以下とし、高さ１５ｍ以下毎に幅５ｍ以上の階段を残す。 

   （硬岩の場合） 

 ３．最終残壁は浮石を除き、階段及び平坦地には植栽、法面には種子吹付けを施す。 

 ４．道路に面した切羽下方及び入り口には柵を設け、立入禁止措置をとる。 
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１９１９１９１９．「．「．「．「18181818    採石業務管理者及採石業務管理者及採石業務管理者及採石業務管理者及びびびび採取場採取場採取場採取場のののの管理機構管理機構管理機構管理機構」」」」    

採取場を管理する  所 在 地  （〒     ）（℡       ） 

               

登録 事務 所  名 称   

採取場にある  所  在  地  （〒     ）（℡       ） 

                

事 務 所  名   称   

               住   所  （〒     ） 

                

        氏   名             生年月日   年  月  日 

採取場を監督する  業務管理者合格   

業務 管理 者 （認定）証番号   

        １日 当り の   

        職務専念時間   

        区  分   事務  採石   破砕  運搬   その他  合 計 

        直    轄 

採取場の管理機構  請    負 

        合    計 

        請負 業者 名 

 注） 「請負業者名」は、下請業者へ委託している場合の下請業者名で、複数の業者に 

   委託している場合はすべて記入すること。 
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２０２０２０２０．「．「．「．「11119999    採石業務管理者採石業務管理者採石業務管理者採石業務管理者のののの業務内容業務内容業務内容業務内容」」」」    

業 務 の 具 体 的 な 内 容 

        １．採取計画の作成に参画し、認可採取計画に基づいて採取するように 

         監督する。 

採取計画の作成 ２．認可を受けた採取計画を変更して採掘をするときは、変更計画につ 

         いて十分検討し、採取計画の変更認可を受ける｡ 

        ３．採取計画は、岩石採取に伴う災害の防止を主眼として作成する｡ 

        １．毎日始業時前に作業員の点呼を行ない、当日の作業計画を説明し、 

         災害防止の周知徹底を図る｡ 

        ２．毎日１～２回採取場内を巡回し次の点を重点的に監督する。 

         ① 採取計画に従った採掘方法を行なっているか、特に切羽の高さ、 

採 取 の 監 督   階段の幅並びに傾斜角及び亀裂や浮石の点検を十分に行なう｡ 

及び災害が予想  ② 発破に際し、危険防止のため定めた危害予防規定に従った措置が 

される場合の   十分に行なわれているか点検する。 

巡 回 計 画  ③ プラント施設について粉じん、騒音並びに汚濁水の処理のため設  

          けている沈澱池等の災害防止の機能が十分働いているかを点検する。 

         ④ 廃土・廃石は直ちに搬出するよう監督する。たい積する際は、防 

          災措置が十分施されているか点検する。 

         ⑤ 搬出車の過積載がないか、シート掛けがなされているかを点検す

る。 

① 毎日作業開始前に１０～１５分間作業計画を説明するとともに災 

災 害 防 止 に   害防止について指示する。 

関 す る 教 育  ② 各機関で行なわれる保安に関する研修会並びに講習会には、作業 

          員を出席させる。 

         ③ 必要に応じ従業員の保安教育を行なう｡ 

帳 簿 の 記 載  ① 採取場を管理する事務所に置く帳簿に記録する｡ 

         ② 関係者から報告を求められたときは応じる。 

及 び 報 告  ③ 災害が発生したとき、とった措置について関係機関に報告する。 

  ① 作業を直ちに中止する。 

災害が発生した  ② 現状確認の上適切な措置をとるとともに監督を受ける機関に通報 

場 合 の 措 置   する｡ 

         ③ 必要に応じ監督官庁の指示を受ける｡ 
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２１２１２１２１．「．「．「．「20202020    土地土地土地土地のののの権利関係表権利関係表権利関係表権利関係表」」」」    

           登 記 簿 名 義  

所 在 地 番                 同 意 書 名 義  備     考 

         住   所   氏   名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 注）１．「所在地番」は、土地登記簿のとおり（字名等）記入すること。 

   ２．「登記簿名義」と「同意書名義」が異なる場合は、同意者が当該土地に関し正当

な権利者であることを示す書面（戸籍謄本等相続権を証する書面等）を添付するこ

と。また、その旨を「備考」欄に記入すること。 
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ⅤⅤⅤⅤ－－－－３３３３    岩石採取計画認可申請書添付書類作成要領岩石採取計画認可申請書添付書類作成要領岩石採取計画認可申請書添付書類作成要領岩石採取計画認可申請書添付書類作成要領    

1.1.1.1.    添付書類記載要領添付書類記載要領添付書類記載要領添付書類記載要領    

添付書類一覧表添付書類一覧表添付書類一覧表添付書類一覧表        

番   号            添 付 書 類  

   １    委任状 

   ２    採石業者登録通知書の写し（登録事項に変更があった場合は同変更届の写しも添付） 

   ３    採石業務管理者試験合格証（又は認定証）の写し（当該採取場を管理する採石業務管理者本人） 

   ４    法人登記簿謄本 

   ５    前回岩石採取計画認可指令書の写し 

                 砂防法、森林法等の許可書の写し 

                  ・砂防指定地内行為許可書の写し 

                  ・河川法に基づく許可書の写し 

                  ・森林区域における開発行為の許可書の写し 

                  ・保安林内行為の許可書の写し 

   ６    行 政 庁 の   ・自然公園法に基づく許可書の写し 

        許認可関係書類   ・大阪府自然環境保全条例に関する協定書の写し 

                  ・近郊緑地保全区域内行為届出受理書の写し 

                  ・農地法第４条の規定による許可書の写し 

                  ・火薬取締法に基づく許可書の写し  

   ７             文化財に関する確認書の写し  

   ８             特定施設の届出書の写し（騒音、大気、水質等） 

   ９    一時転用・占用・公用廃止等許可書の写し 

  １０    土地登記簿謄本（申請区域内及び進入路） 

  １１    土地所有者の同意書（申請区域内及び進入路） 

          ※契約者と土地登記簿謄本上の所有者が異なる場合は、契約者が当該土地に関し正当な 

権利者であることを示す書面（戸籍謄本等相続権を証する書面等） 

  １２    利害関係者の同意書（地元自治会、水利権者、漁業権者、森林組合等） 

  １３    岩石採取工程表（申請期間について、１ヶ月単位で表示すること） 

  １４    採掘土量計算書（廃土石の発生量計算書を含む） 

  １５    盛土土量計算書（場内に盛土がある場合） 

  １６    調整池・排水施設等水理計算書 

  １７    盛土・土留施設等安定計算書（場内に盛土がある場合） 

  １８    誓約書 

１９    資金計画書 

 

 

 

 



 
 

- 55 - 

 

 （１） 委 任 状 

   岩石採取計画認可申請（以下「認可申請」という。）に係る事務手続きの一部又は全部を第三者（設計業

者等）に委任している場合は、委任の内容を明記した委任状を必ず添付すること。 

 

 （２） 採石業者登録通知書の写し（法第３２条の登録を受けていることを示す書面） 

   大阪府知事の発行した「採石業者登録通知書の写し」を添付すること。 

   なお、登録事項に変更のある場合は、申請に先立ち登録事項の変更手続き（「登録事項変更届」の提出に

係る事務処理期間１週間程度必要）を行なっておくこと。 

 

 （３） 採石業務管理者試験合格証(又は認定証)の写し 

   認可申請を行なおうとする岩石採取場（以下「岩石採取場」という。）を管理する事務所に置く業務管理

者の「採石業務管理者試験合格証の写し」又は「採石業務管理者認定証の写し」を添付すること。 

 

 （４） 法人登記簿謄本 

   認可申請を行なおうとする者が法人である場合は、当該法人登記簿謄本（写しの添付の場合は、原本照

合が必要）を添付すること。 

   法人登記簿謄本は、申請日以前３ヶ月以内に発行されたものであること。 

 

 （５） 前回岩石採取計画認可指令書の写し 

   岩石採取場において、申請日以前から認可を受けて岩石の採取を行なっている場合は、その岩石採取計

画認可指令書の写しを添付すること。 

 

 （６） 行政庁の許認可等（砂防法、森林法等）の許可書の写し 

 岩石の採取に係る行為に関し、行政庁の許認可その他の処分を必要とするときは、その処分を受けてい

ることを示す書面（その行政庁が発行した証明書又は許可証、認可証、許可通知書等の写し）を添付する

こと。ただしこの場合処分があったか否かを示すだけでなく、その処分の内容（例えば面積、数量、期間

等）を確認できる書面であること。 

   また、認可申請と平行して他の行政庁に申請する場合は、その旨を岩石採取計画認可申請書(以下「認可

申請書」という。)  「 １ 他の行政庁の許認可の状況 」の調書に記載すること。 

 

 （７） 文化財に関する確認書（写しの添付の場合は、原本照合が必要） 

   岩石の採取に係る行為に関し、周知の埋蔵文化財包蔵地及び文化財保護法８０条に該当しない旨の確認

書（写しの添付の場合は、原本照合が必要）を添付すること。 

   当様式当様式当様式当様式はははは、、、、岸和田市岸和田市岸和田市岸和田市ホームページからダウンロードしてくださいホームページからダウンロードしてくださいホームページからダウンロードしてくださいホームページからダウンロードしてください。。。。    
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（ 関 係 先 提 出 分 ） 

様式 

確確確確            認認認認            願願願願    

平成   年   月   日 

               様 

住 所 

申請者 

氏 名                   ○印  

 

下記申請地（地番）並びに、下記目的の行為について、「周知の埋蔵文化財包蔵地」並びに「文化財保護法第

80条」に該当しないことをご確認願います。 

 

申 請 地  

目 的  

備 考  

 

 

（ 申 請 書 添 付 分 ） 

確確確確            認認認認            書書書書    

平成   年   月   日 

               様 

 

 

 １．下記申請地（地番）は、「周知の埋蔵文化財包蔵地」でないことを確認しました。 

 ２．下記の行為については、「文化財保護法第80条」に該当しないことを確認しました。 

課・室                  ○印  

申 請 地  

申請者住所 氏名  

目 的  

備 考  

キリトリ 
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 （８） 特定施設の届出書の写し（騒音、大気、水質等） 

岩石の採取行為に係る特定施設について、他の行政庁への届出書の写しを添付すること。 

 

（９） 一時転用・占用・公用廃止等許可書の写し 

   岩石採取場の申請区域内に農地、里道及び水路が含まれる場合、農地の一時転用等許可書、里道及び水

路の占用、使用許可書又は公用廃止許可書の写し等を添付すること。 

 

（10） 土地登記簿謄本 

   岩石採取場の申請区域内のすべての地番について、土地登記簿謄本（写しの添付の場合は、原本照合が

必要）を添付すること。 

   土地登記簿謄本は、申請日以前３ヶ月以内に発行されたものであること。 

 

（11） 土地所有者の同意書 

   岩石採取場において岩石の採取を行なうことについて、申請者が権限を有すること又は権限を取得する

見込みが十分であることを示す書面で次に示すものを添付すること。 

   なお、申請者が所有する土地で岩石の採取を行なう場合を除くものとする。 

  ① 他人の土地で岩石の採取を行なう場合は、当該土地において岩石を採取する旨を内容とする土地所有

権者、その他当該土地に関し第三者に対抗する権利を有するもの等との間の契約書、若しくは同意書（写

しの添付の場合は、原本照合が必要）を添付すること。 

    なお、契約書（以下、同意書の場合には契約を同意に読み替えるものとする。）には必ず当該土地の地

番、契約者名、契約期間、契約日及び使用の用途を記載するものとする。 

② 「権限を取得する見込みが十分であることを示す書面」とは、当該土地の売買の予約が成立している

場合における予約契約書の写し等をいう。 

③ 契約者と土地登記簿謄本上の所有者が異なる場合は、契約者が当該土地に関し正当な権利者であるこ

とを示す書面（戸籍謄本等相続権を証する書面等）を添付すること。 

  ④ 共有地の場合は、共有者全員との契約若しくは共有者全員の委任をうけた代表者（この場合は委任状

を添付すること。）との契約であること。 

  ⑤ 契約期間は、申請期間に見合ったものであること。 

  ⑥ 採石権に基づく岩石の採取の場合は、その権利を証する書面を添付すること。 

 

（12） 利害関係者の同意書（地元自治会、水利権者、漁業権者、森林組合等） 

   岩石採取場の所在地の地元自治会、場内排水放流河川の水利権者及び漁業権者、森林組合等の利害関係

者の同意書を添付すること。 

 

（13） 岩石採取工程表 

   認可申請の申請期間について、１ヵ月単位で工種毎（岩石採取、沈殿池の浚渫、採取跡地の植栽等） 

 を具体的に表記した工程表を添付すること。 
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（14） 採掘土量計算書（廃土石の発生量計算書を含む） 

   各年度毎に土量計算を行い、これを添付すること。 

更新採取場においては、次の計算書に基づき採掘土量の補正を行なうこと。 

    

採取土量補正計算書採取土量補正計算書採取土量補正計算書採取土量補正計算書    

 

 

現地測量を行なった時期   平成  年  月  日 

                                重複している期間  イ   ケ月 

現 認 可 終 了 時 期  平成  年  月  日 

 

 

 

           認可月数 

土 量  ×                      ＝    ロ   ｍ3 （100ｍ3未満切捨て） 

         （イ＋認可月数）  

 

※採取計画認可申請書の別紙、様式第１５号－５岩石の種類ならびに数量の○A 総採取量には上記ロの数量

を記入すること。 

 

（15） 盛土土量計算書（場内に盛土がある場合） 

各年度毎に土量計算を行い、これを添付すること 

 

（16） 調整池・排水施設等水理計算書 

    貯水容量、堆砂容量、流出孔断面、越流式余水吐・開水路断面、場内水路断面等について水理計算を行い、

計算書を添付すること 

 

（17） 盛土・土留施設等安定計算書（場内に盛土がある場合） 

  必要に応じて滑り等の安定計算を行い、計算書を添付すること 

 

（18） 誓約書 

  岩石採取場区域内に残土及び産業廃棄物を違法に搬入しない旨の誓約書を添付すること 

  当様式当様式当様式当様式はははは、、、、岸和田市岸和田市岸和田市岸和田市ホームページからダウンロードしてくださいホームページからダウンロードしてくださいホームページからダウンロードしてくださいホームページからダウンロードしてください。。。。    

（19） 資金計画書 

  岩石採取場の跡地における災害防止のために必要な資金計画書を添付すること。 

  当様式当様式当様式当様式はははは、、、、岸和田市岸和田市岸和田市岸和田市ホームページからダウンロードしてくださいホームページからダウンロードしてくださいホームページからダウンロードしてくださいホームページからダウンロードしてください。。。。



 
 

- 59 - 

２２２２．．．．添付図面記載要領添付図面記載要領添付図面記載要領添付図面記載要領    

    

（１）位置図 

◇ 縮尺は、５０，０００分の１又は２５，０００分の１の図面を使用すること。 

（原則として、国土地理院発行の地形図とする。） 

  ◇ 位置図には、次の事項を記入すること。 

① 採取場区域（行為地）を赤色で明示すること。 

② 河川・道路・鉄道等の公共施設の名称を記入すること。 

③ 方位 

④ その他必要と認める事項 

 

（２）周辺状況図 

 ◇ 縮尺は、２，５００分の１又は５，０００分の１の図面を使用すること。 

 ◇ 周辺状況図には、次の事項を記入すること。 

① 採取場区域線を黒色で明示すること。 

② 行為区域線を赤色で明示すること。 

③ 採取場周辺 300m 区域線を黄色で明示すること。 

④ 国道・府道等公道に至るまでの搬出路を茶色（名称記入）で明示すること。 

⑤ 河川・水路を青色（名称記入）で明示すること。 

⑥ 鉄道、その他公共施設等（名称）を記入すること。 

⑦ 切羽箇所・主要施設の位置を明示すること。 

⑧ 発破危険区域・見張人を設置する箇所を明示すること。 

⑨ 標識設置箇所を明示すること。 

⑩ 方位 

⑪ その他必要と認める事項 
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（３）地籍図 

◇ 法務局に備付の図面と同一であること。 

◇ 採取場に隣接する土地の地番が確認できること。 

◇ 図面が多数枚にわたる為合成した場合は、図面上に「合成図」と表示すること。 

 ◇ 地籍図には、次の事項を記入すること。 

① 里道を赤色で明示すること。 

② 水路を青色で明示すること。 

③ 採取場区域線を黒色で明示すること。 

④ 行為区域線を赤色で明示すること。 

⑤ 法務局名・転写日・転写者氏名・捺印を記入すること。 

⑥ 国道・府道等公道に至るまでの搬出路を茶色で明示すること。 

⑦ 方位 

⑧ その他必要と認める事項 
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（４）現況平面図 

◇ 縮尺は、１，０００分の１の図面を使用すること。（原則） 

 ◇ 現況平面図には、次の事項を記入すること。 

① 採取場区域線を黒色で明示すること。 

② 行為区域線を赤色で明示すること。 

③ 採取計画区域及び採取計画区域に隣接する土地の地番を記入し、それらの地番

境界線を記入すること。 

④ 写真撮影方向（赤色の矢印 ①→）で明示すること。 

⑤ 方位 

⑥ その他必要と認める事項 
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（５）計画平面図  1/1,000(原則) 

◇ 縮尺は、１，０００分の１の図面を使用すること。（原則） 

◇ 計画線は、現況線より太目の濃い色で記入すること。 

◇ 隣地境界より行為区域までの保全区域が、5m 以上確保されているか確認すること。

ただし、関係する他法令等において 5m を超える基準がある場合はそれに準拠するもの

とする。 

◇ 計画平面図には、次の事項を記入すること。 

① 採取場区域線を黒色で明示すること。 

② 行為区域線を赤色で明示すること。 

③ 採取区域切羽斜面を緑色で明示すること。 

④ 採取区域切羽小段を黄色で明示すること。 

⑤ 盛土区域を赤色で明示すること。 

⑥ 排水側溝・沈殿池等を青色で明示すること。 

⑦ 計画小段高・切羽斜面勾配を明示すること。 

⑧ 調整池の名称（Ａ号、１号）を明示すること。 

⑨ 調整池の広さ（面積）を明示すること。 

⑩ 調整池のレベル（底盤高,LWL,HWL,HHWL）を明示すること。 

⑪ 排水側溝構造（U型、素掘）を明示すること。 

⑫ 排水側溝の大きさ（U-240、300×300）を明示すること。 

⑬ 排水側溝の流水方向（→）を明示すること。 

⑭ 製品たい積場区域を明示すること。 

⑮ 主要構造物（管理事務所、プラント）を明示すること。 

⑯ 主要な防災施設（しがら工等）を明示すること。 

⑰ 縦横断側線（50m 以内）で明示すること。 

⑱ 方位 

⑲ その他必要と認める事項 
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（６）計画縦断面図及び計画横断面図 

◇ 縮尺は、１，０００分の１の図面を使用すること。 

◇ 計画線は、現況線より太目の濃い色で記入すること 

◇ 縦横の縮尺は同一とすること 

◇ 各着色の重複部分については、ハッチングで表示すること。 

◇ 計画図には、次の事項を記入すること。 

① 採取場区域線を黒色で明示すること。 

② 行為区域線を赤色で明示すること。 

③ 計画平面図の測線番号、記号を明示すること。 

④ 現況地盤線、計画地盤線を明示すること。 

⑤ 切羽部を黄色で明示すること。 

⑥ 盛土部を赤色で明示すること。 

⑦ 排水側溝、調整池を青色で明示すること。 

⑧ 計画小段高、切羽斜面勾配を明示すること。 

⑨ 計画盛土小段高、盛土斜面勾配を明示すること。 

⑩ 主要構造物位置を明示すること。 

⑪ 主要な防災施設（しがら工等）を明示すること。 

⑫ その他必要と認める事項 
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（７）丈量図 

◇ 縮尺は、１，０００分の１の図面を使用すること。（原則） 

◇ 求積方法は、原則として座標求積法によることとするが、三斜求積法による算出で

もよい。 

◇ 丈量図には、次の事項を記入すること。 

① 採取場区域面積 

② 行為区域面積 

③ 保全区域面積 

④ 採掘区域面積 

⑤ 破砕選別場面積 

⑥ 製品たい積場面積 

⑦ 調整池面積 

⑧ 埋土（盛土）区域面積 

⑨ 表土除去区域面積 

⑩ その他必要と認める事項 
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（８）構造図 

◇ 排水施設、土留施設等の構造物の詳細設計図を添付すること 

 

（９）盛土計画図 

◇ 場内に盛土がある場合に添付 

◇ 必要に応じて、滑り等の安定計算を行なうこと。 

① 土留壁、排水方法（暗渠）等盛土方法の詳細設計図 

② その他必要と認める事項 

 

（１０）明示確定図 

◇ 採取場区域内に公共用地（公有水面・里道等）が含まれる場合及び隣接する場合に

添付 

 

（１１）採掘跡地修復平面図 

◇ 縮尺は、１，０００分の１の図面を使用すること。（原則） 

◇ 採掘跡地修復平面図には、次の事項を記入すること。 

① 採取場区域線を黒色で明示すること。 

② 行為区域線を赤色で明示すること。 

③ 緑化（植栽）済地及び緑化計画区域を着色すること。 

④ その他必要と認める事項 

 

（１２）流域図  

◇ 縮尺は、２，５００分の１～１０，０００分の１の図面を使用する。 

◇ 水理計算に必要な各流域が確認できること。 

◇ 流域図には、次の事項を記入すること。 

① 採取場区域線を黒色で明示すること。 

② 行為区域線を赤色で明示すること。 

③ 流域区域線を青色で明示すること。 

④ その他必要と認める事項 

 

（１３）発破規格図 

◇ 火薬類を使用する場合に添付すること。 

 

（１４）破砕選別系統図 

◇ 破砕選別がある場合に添付すること。 
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ⅤⅤⅤⅤ－－－－４４４４    土砂採取地土砂採取地土砂採取地土砂採取地におけるにおけるにおけるにおける調整池調整池調整池調整池（（（（遊水池遊水池遊水池遊水池））））等等等等のののの設置設置設置設置についてについてについてについて    

 

１ 主旨 

   土砂、岩石等の採取行為は自然環境を著しく変化させ、降雨時には流量の増加及び土砂

の流出により、防災上憂慮すべき状況を呈することが多い。 

これらの対策として、行為地内に調整池（遊水池）を設け、雨水や土砂を一時貯留し、

採石場内から排出される汚濁水、降雨水・湧水等による流域河川における洪水等の災害防

止や水質環境保全を図るものである。 

２ 用語の定義 

ア 調整池 採石場内の汚濁水、降雨水や土砂を一時貯留し、流量を調整した清澄

水を行為地外に排水するための池をいう。 

イ 沈砂池 採石場内からの流出土砂を含む汚濁水を清澄化させて、調整池ほかに

導くための池をいう。 

ウ 自然地 自然の状態で手をつけない区域（残置森林等）をいう。 

３ 構造等 

(1) 調整池（遊水池） 

ア 地盤の崩壊や地すべりのおそれがない箇所に設置すること。 

イ 形状は地盤掘り込み式とする。ただし、地形、地質、その他のやむを得ぬ理由に

より堤防式にする場合は、堤防の強度、遮水性等に十分配慮すること。 

ウ 必要な貯水容量及び堆砂容量を有するものとし、処理能力を維持し得るコンクリ

ート造り等の堅固な構造であること。 

エ 貯水及び堆砂容量は、当該採石場が砂防指定区域内であるかどうかに応じて、「４ 

規格（容量等）」に示す基準を満たすこと。なお、必要な堆砂容量の一部を沈砂池

に持たせることができる。 

オ 余水吐は必要断面を確保し、異常降雨時に調整池（遊水池）を損傷することなく

水路または河川に放流できるようコンクリート等で補強すること。 

カ 調整池（遊水池）は、容量を確保するため平常時は空にしておくことが必要であ

るため、原則として流出口に内径 300mm のヒューム管を堆砂容量を確保した高さ

に設置し、角落し構造等にして土砂の沈降後、清澄水のみを下流水路または河川

等に放流すること。また、放流時に下流域に影響を与えないようにするため、断

面の水理計算を行い、流出口からの流水量が岩石採取行為前の最大量を超えない

ことを確認すること。 

キ 必要に応じて、周囲に防護柵や危険表示板を設置し適切に管理すること。 

(2) 沈砂池 

 ア 沈砂池は調整池と兼用することができる。なお、当該施設は双方の要件を具備す

るものでなければならない。 
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イ 原則として素掘りとし、排水口付近はコンクリート又は石積みで補強すること。 

ウ 定期的に浚渫し、沈砂池が有効に機能する水深を維持すること。なお、浚渫した

土砂は十分脱水した後、堆積場に堆積する等適切に措置すること。 

(3) 場内排水路 

ア 降雨水が採石場内を直接通過しないように排水路を設けること。 

イ 排水路は流下能力を維持し得る堅固な構造とし、降雨水があふれないよう必要な

断面を確保すること。 

４ 規格（容量等） 

(1) 採石場が砂防指定区域内にある場合 

ア 貯水容量（㎥） 

   所定の推定降雨量の全量を一時貯留できる容量とすること。 

Vw（設計貯水量（㎥））≦ Vw1（貯水容量（㎥）） 

 

Vw＝10R×（f1×A1＋f2×A2） 

＝1,750×（0.8A1＋0.7A2） 

  条件  R ：計画降雨量（5 時間総雨量） 175mm 

 A1：流域内行為地面積（ha） 

f1：流域内行為地流出係数＝0.8 

 A2：流域内自然地面積（ha） 

f2：流域内自然地流出係数＝0.7 

 

イ 堆砂容量（㎥） 

   Vs（設計堆砂量（㎥））≦ Vs1（堆砂容量（㎥）） 

 

Vs＝（Vs1’×a1）＋（Vs2’×a2）＋（Vs3’×a3） 

＝800 a1＋400 a2＋150 a3 

条件  Vs1’：盛土部の流出土砂量＝800（㎥/ha） 

 Vs2’：切土部の流出土砂量＝400（㎥/ha） 

Vs3’：その他の流出土砂量＝150（㎥/ha） 

a1 ：流域内における盛土行為地面積（ha） 

a2 ：流域内における切土行為地面積（ha） 

a3 ：流域内におけるその他行為地面積（ha） 

※ 堆砂厚は 500 ㎜以上とすること。 

 

ウ 流出孔の断面 

流出孔は内径 300 ㎜程度で、流出孔からの流水量(Q)が行為前の最大流出量(Q1)

を下回ること。 

Q（流出孔からの流水量(㎥/sec)）≦ Q1（行為前の最大流出量(㎥/sec)） 
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Hga ×××= 2cQ   

Q1＝1/360×f2×r×(A1＋A2) 

条件  c   ：縮流係数＝0.6 

a   ：流出孔の断面積（ヒューム管φ300 ㎜の場合＝0.0707 ㎡） 

g  ：重力の加速度＝9.8（m／sec２） 

H ：流出孔中心からの水位（m） 

r  ：最大時間雨量＝90（㎜） 

A1  ：流域内行為地面積（ha） 

A2 ：流域内自然地面積（ha） 

f2 ：流域内自然地流出係数＝0.7 

 

エ 越流式余水吐・開水路の断面 

越流式余水吐は、開水路の構造とし護岸等を施工すること。 

流水の断面積は、越流式余水吐からの流水量（Q）が異常洪水流量（Qmax）を

上回ること 

Qmax（異常洪水流量(㎥/sec)）≦Q（余水吐からの流水量(㎥/sec)） 

 

Qmax＝1.44/360×f×r×(A1＋A2) 

条件  f  ：異常洪水時流出係数＝1.0 

r  ：最大時間雨量   ＝90（㎜） 

A1 ：流域内行為地面積（ha） 

A2 ：流域内自然地面積（ha） 

Q＝A×V 

V＝1/n×R２／３×I１／２（マニング公式） 

条件  V  ：余水吐開水路流速（ｍ/sec） 

 n  ：開水路粗度係数 

R  ：径深（ｍ） 

I   ：開水路勾配 

A  ：流水の断面積（㎡） 

     

 ［注意事項］ 

① 越流式余水吐の断面決定 

 

           余裕高はｈ／２または０．６ｍ以上とする。 
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② 調整池から余水吐への移行部 

       

 

オ 場内水路の断面  

流水の断面積は、場内水路の流水量(Q)が洪水流量(Q2)を上回ること。 

Q2（洪水流量(㎥/sec)）≦Q（水路の流水量(㎥/sec)） 

 

Q2＝1/360×f×r×A(1＋α) 

Q ＝A’×V 

V＝1/n×R２／３×I１／２  

条件  f  ：流出係数  （自然地＝0.7、行為地＝1.0） 

r  ：最大時間雨量 ＝90（㎜） 

A  ：流域面積  （A1＋A2） 

A1  ：流域内行為地面積 （ha） 

A2  ：流域内自然地面積 （ha） 

α  ：土砂混入率  ＝10（％） 

A’   ：流水の断面積（㎡） 

V  ：水路流速  （m/sec） 

n  ：水路粗度係数（次表のとおり） 

R  ：径深    （m） 

I  ：水路勾配 

 

水路粗度係数（n） 

状    況 ｎ値 状    況 ｎ値 

土砂地盤に開削した水路 0.04 コンクリートＵ型水路 0.02  

岩盤に開削した水路 0.035 ヒューム管 0.013 

両岸石積（ブロック） 

底面コンクリート 
0.025 鋳鉄管 0.015 

両岸石積（ブロック） 

底面不規則 

0.03～ 

0.035 
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(2) 採石場が砂防指定区域外にある場合 

ア 貯水容量（㎥） 

   Vw（設計貯水量（㎥））≦ Vw1（貯水容量（㎥）） 

 

Vw＝〔10Ｒ×{a×f2＋(A1＋A2－a)×f1－A1×f1}〕×1.2 

条件  R  ：計画雨量（5 時間総雨量） 175mm 

 A1 ：行為前の流域面積（ha） 

f1 ：行為前の流出係数＝0.7 

 A2 ：行為後の流域変更面積（ha） 

（採取行為により新たに追加となる流域面積） 

f2 ：行為後の流出係数 

（風化岩＝0.8、硬質岩＝0.9、自然地＝0.7） 

               a :行為区域面積 (ha) 

 

(ｱ) 風化岩の場合 

Vw＝1,750×{a×0.8＋（A1＋A2－a）×0.7－A1×0.7}×1.2 

    ＝210×a＋1,470×A2 

(ｲ) 硬質岩の場合 

Vw＝1,750×{a×0.9＋（A1＋A2－a）×0.7－A1×0.7}×1.2 

    ＝420×a＋1,470×A2 

 

イ 堆砂容量 

 

採石場が砂防指定区域内にある場合に準じる。 

 

 

ウ 流出孔の断面 

流出孔は内径 300 ㎜程度で、流出孔からの流水量(Q)が行為前の最大流出量(Q1)

を下回ること。 

Q（流出孔からの流水量(㎥/sec)）≦ Q1（行為前の最大流出量(㎥/sec)） 

 

Ｈｇ２ａＱ＝ｃ ×××  

Q1＝1/360×f1×r×A1 

条件  c   ：縮流係数＝0.6 

a   ：流出孔の断面積（ヒューム管φ300 ㎜の場合＝0.0707 ㎡） 

g  ：重力の加速度＝9.8（m／sec２） 

H   ：流出孔中心からの水位（ｍ） 

ｒ  ：最大時間雨量＝90（㎜） 

A1  ：行為前の流域面積（ha） 

f1   ：行為前の流出係数＝0.7 
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エ 越流式余水吐・開水路の断面 

越流式余水吐は、開水路の構造とし護岸等を施工すること。 

流水の断面積は、越流式余水吐からの流水量（Q）が異常洪水流量（Qmax）を

上回ること 

Qmax（異常洪水流量(㎥/sec)）≦Q（余水吐からの流水量(㎥/sec)） 

 

Qmax＝1.44/360×f×r×A1 

条件  f  ：異常洪水時流出係数＝1.0 

r  ：最大時間雨量   ＝90（㎜） 

A1 ：行為前の流域面積（ha） 

(ｱ) 台形断面越流量 

）＋（＝ bubohghc ×××××× 23215/2Q  

条件   c ：流量係数＝0.6 

         h ：余水吐水深      (m) 

         g  ：重力の加速度＝9.8（m／sec２） 

  b ：余水吐幅（一定の場合）（m） 

bu ：上部余水吐幅     （m） 

bo ：下部余水吐幅     （m） 

余裕高は h/2 または 0.6m 以上とする。 

 

(ｲ) 矩形断面越流量 

2/3 g2hbc3/2Q ××××＝  

 ［注意事項］ 

①  越流式余水吐の断面決定 

 

 

               余裕高はｈ／２または０．６ｍ以上とする。 

 

②   調整池から余水吐への移行部 

採石場が砂防指定区域内にある場合に準じる。 

  

オ 場内水路の断面  

採石場が砂防指定区域内にある場合に準じる。



 

 
 

- 78 - 

Ｖ－Ｖ－Ｖ－Ｖ－５５５５    採取計画採取計画採取計画採取計画がががが認可認可認可認可されたらされたらされたらされたら    

 

１１１１    標識標識標識標識のののの掲示掲示掲示掲示についてについてについてについて    

  採石法第３３条の１５の規定により、採取計画の認可を受けた岩石採取場の見やすい

場所に採石法施行規則第８の１９による岩石採取標識を掲げること。 

  （１） 岩石採取標識は、別紙様式による。 

  （２） 岩石採取標識は、岩石採取場入口付近の公道から見やすい場所とする。 

  （３） 公道と岩石採取場の入口が離れている場合は、公道入口付近と岩石採取場入

口付近の２箇所に設置する。 

  （４） 岩石採取標識には、認可事項を正確に記載し、変更等があった場合には速や

かに修正する。 

 

             岩 石 採 取 標 識 の 設 置 場 所 

        採取場入口          公道と採取場入口が離れている場合 

 

                      公 

                          

        岩石採取場         道   標識    岩石採取場 

                          

 

         入口                    標識 

               標識            

    公 道 

 

 

２２２２    帳簿帳簿帳簿帳簿のののの備付備付備付備付けとけとけとけと記載記載記載記載についてについてについてについて    

採石法第３４条の２の規定により、採取計画の認可を受けた採石業者は、採石法施行 

 規則第９条第２項で定める事項を記載した帳簿を、岩石採取場を管理する事務所ごとに 

備え、記載の日から２年間保存すること。 

 当様式当様式当様式当様式はははは、、、、岸和田市岸和田市岸和田市岸和田市ホームページからダウンロードしてくださいホームページからダウンロードしてくださいホームページからダウンロードしてくださいホームページからダウンロードしてください。。。。 

    

３３３３    採取区域採取区域採取区域採取区域のののの明示明示明示明示についてについてについてについて    

  採取計画の認可を受けた採取区域を明示するため、隣接地との境界（ポイント）に境

界杭を設置するとともに、適当な間隔で見やすい位置にポール又は旗等を設置すること。 

 

４４４４    標高表示板標高表示板標高表示板標高表示板のののの設置設置設置設置についてについてについてについて    

  採取計画に従って採取が行なわれているかを確認するため、下から視認できる大きさ

の標高表示板を各ベンチ毎に設置し、現況の高さを明示すること。
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ⅥⅥⅥⅥ    岩石採取場岩石採取場岩石採取場岩石採取場のののの緑化計画緑化計画緑化計画緑化計画についてについてについてについて    

    
１１１１    主旨主旨主旨主旨    

  岩石採取場について、周辺環境への影響緩和、景観の改善、災害の防止等の目的で、

その周辺部に一定の緑地を保存することや採取跡地を緑地回復すること（以下「緑化」

という。）は、近年環境保全の重要性の高まりとともに、これまで以上にその充実を図る

必要性が増している。 

  そこで岩石の採取にあたっては、以下を参考に緑化計画を作成し関係課と協議を行な

うこと。 

 

２２２２    緑地緑地緑地緑地のののの適正配置適正配置適正配置適正配置    

 （１）周辺部の緑地 

周辺部に設ける緑地については、採取行為に先立って設けるもので、以下の点に留意

すること。 

ア 森林区域内にあっては、事業区域の周辺部に概ね幅３０m 以上の残置森林を配

置すること。（但し、進入路等を設置する場合は除く） 

イ 森林区域外や良好な緑地が成立していない場合は、事業区域の周辺部に緑地を

配置するため、必要に応じて植栽を行なうこと。 

ウ ア、イにより配置した緑地については、その外周部をポール等で明確化するこ

と。 

（２）採取跡地、廃土たい積地等の緑地 

採取行為の進捗に合わせた緑地回復については、採取跡地や廃土たい積地等が対象と

なり、それぞれの緑地回復の考え方は次のとおりとする。 

ア 採取跡地          ：景観上の問題がある急傾斜法面が多いことから早期に

緑地回復をはかること。 

イ 廃土たい積地等      ：廃土の流出の防止等のため植生被覆し、緑地回復する

こと。 

（３）行為地内施設の緑地 

事務所周辺、沈澱池・沈砂池周辺等が対象となり、それぞれの緑地回復の考え方は次

のとおりとする。 

ア 事務所周辺     ：修景に配慮し、花木等を活用して緑地回復すること。 

イ 沈澱池・沈砂池周辺等：防災施設としての機能を阻害することのないよう配慮

し、転落防止対策として仕切り植栽を行なう等、緑地

回復すること。 
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３３３３    緑地回復緑地回復緑地回復緑地回復のののの方法方法方法方法    

岩石の採取跡地は基岩が露出し、土壌分に乏しく、また残壁法面は概して急傾斜地であ

ること等から、植物が順調に生育するうえでは厳しい環境となっている。 

このため、採取跡地の緑地回復については、植物の生育基盤の改善を図る基礎工と、地

形条件等を踏まえた種子吹付工及び植栽工に十分留意する必要がある。 

（１）緑化基礎工 

植物が育成するためには、有機物に富んだ肥沃な土壌が適しており、これらの土壌は

落ち葉や枯れ葉等の有機物がたい積、分解し生成されるが、森林を伐採し土砂の採取

によって表土が無くなった状態でそのまま緑地回復を図っても、植物の生育は期待で

きない。 

このため、採取跡地の基礎工として、客土や地盤の耕起により、導入樹種に見合った

有効土層をできるだけ確保することが必要である。 

一般に植物の生育に必要とされる土壌の厚さ（有効土層）は、樹種により次のとおり

となっている。 

 

［土壌の厚さ例］ 

   高木種 ： 90cm以上 

   低木種 ： 50cm以上 

   草本種 ： 30cm以上 

［基礎工例］ 

  岩盤などのように根の伸長が困難な場合 

 

・表土等・・・・・    20～30cm                                      

 

        ・剥土した土砂・・  70～80cm 

・岩 盤・・・・・ 

 

真砂土などのように根の伸長が可能な場合 

 

 ・表土等・・・・・ 20～30cm 

 ・耕起した土・・・ 10～30cm 

 ・真砂土 

 

                                              採取時の地盤面 

この場合、客土材料としては森林表土の活用が最も望ましく、岩石採取に当た

って表土の保全・保存に留意する必要がある。 
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［表土の保存方法例］ 

 

風をよけるための植込         日かげとなる樹木を植える 

    風をよけるための垣根 

               梯形にならしておく。三角積みは崩れたり流亡しやすい。 

 

                   枯枝を同じ方向に       落葉・芝生などで覆う 

               １ｍ     おいておく   シロツメクサを植えておく 

                        

                      1.5ｍ     。. ・ : 

                                                          ・ .  : ・ 

               ３ｍ 

              断面構造            周囲の構造 

              

図 表土保全の設計・施工の例、ドイツでは連邦建設法にしたがってこのような工法が定

められている。 



 

 
 

- 84 - 

また、客土に当たっては客土材の流出、崩落を防止する措置が必要である。 

併せて、植栽木の活着及び良好な生育が確保されるよう、必要に応じて土壌改良材や

肥料を適切に施す必要がある。特に、伐採木についてはチップ化を図り、マルチング（乾

燥防止、肥料等の効果）として、土壌面に敷き詰めれば効果的である。 

なお、傾斜角が 35°を超える法面については、法枠工やネット工、編棚工等の育成基

盤を整備する工法の検討が必要である。 

 

（２）植栽工及び種子吹付工 

植栽工及び種子吹付工は、木本類、草本類を問わず植物によって土地を緑被するこ

とを目的とする工事で、景観形成だけでなく防災面での効果もある。 

特に、土砂法面や風化を受けやすい岩質の法面の植生が失われると、侵食や崩壊に

よる災害を発生しやすくなるので、岩石採取によって裸地化した法面が形成されれば、

速やかに施工しなければならない。 

植栽工と種子吹付工は、緑地回復を行なう場所の状況に応じた方法をとることが大

切である。 

その他、斜面実播工や伏工等も法面部の緑地回復には効果的である。 

 

①植栽工 

採取跡地等は、新たな土地利用がない限り原則全面緑地回復措置を講ずる必要があ

る。 

この場合、基岩が露出したり、盛土部等土砂地盤であっても重機や車輛によって堅

く締め固められたり、せき悪化している場合が多いので、客土等前述の基礎工を施し

た上、植栽を行なうことになる。 

導入する樹種については、地形・土壌・気象条件に合わせ、次のことに留意する必

要がある。 

 

ア 植栽樹種 

採取跡地等は、植物の生育にとって劣悪な環境にあることから、せき悪地、乾

燥、寒害、虫害等に対して適応性、抵抗性の強い樹種を選ぶことが重要なポイン

トになる。 

また、可能な限り地域の郷土樹種を主体とするとともに、単一樹種を避け、常

緑・落葉・高木・低木及び肥料木樹種を混植する方法が適している。 

 

   イ 植栽時期 

樹木によって異なるが、各樹木の性質と、１年間を通じた生活サイクルを知る

と、どの時期が植え頃か、また植え替えするのに適当かがわかるので参考にする

こと。 
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［植栽樹種例］ 

 

科 

 

木本名 

  

適応性 

 

性状 

生理的特性 

活

着 

根

系 

対

痩 

対

旱 

対

湿 

対

暑 

対

陰 

対

酸 

その他 

ﾏﾒ科 ﾆｾｱｶｼｱ 崩壊地、海岸砂地

等に適応性が強い 
高木 ○ ○ ○ ○ × ○ △ × 萌芽性 

青島ﾄｹﾞﾅ
ｼﾆｾｱｶｼｱ 

荒廃地に適応性が

ある。寒地不適 
〃 ○ ○ ○ ○ × △ × × 萌芽性。強風に弱い 

ﾌｻｱｶｼｱ せ き 悪 地 に 強

い。暖地に適 
〃 ○ ○ ○ ○ × △ × ○  

ｱｶｼｱ・ﾒﾗ
ﾉｷｼﾛﾝ 

〃 〃 ○ ○ ○ ○ × △ × ○  

ﾓﾘｼﾏｱｶｼｱ  〃 ○ ○ ○ ○ × △ × ○ 強風に弱い 

ｲﾀﾁﾊｷﾞ 特に痩地に強く、寒冷

地にも育つ 
低木 ○ ○ ○ ○ × ○ × △ 数年で生育が衰える 

ﾔﾏﾊｷﾞ 〃 
繁殖力旺盛 

〃 ○ × ○ ○ × ○ × △ 〃 

ｷﾊｷﾞ 〃 〃 ○ × ○ ○ × △ × △  

ｴｿﾞﾔﾏﾊｷﾞ 〃 〃 ○ × ○ ○ × ○ × △  

ｴﾆｼﾀﾞ 海岸砂地等に適

応性大。下木と
して適。 

〃 ○ ○ ○ ○ × ○ ○ △  

ﾈﾑﾉｷ 海岸砂地等に適

応性大。 
高木 ○ ○ ○ ○ × ○ × ○  

ﾊﾞﾗ科 ｵｵｼﾏｻﾞｸﾗ 暖帯 〃 ○ ○ ○ ○ ○ △ × ○ 潮害、煙害に弱い。肥

沃な深層土を好む。 

ﾔﾏｻﾞｸﾗ  〃 ○ ○ ○ ○ ○ △ × ○  

ﾘｮｳﾌﾞ科 ﾘｮｳﾌﾞ 温帯、暖帯の向

陽の尾根筋によ
く生育 

〃 ○ ○ ○ ○ × ○ × ○ 萌芽力強い 

ｶﾊﾞﾉｷ科 ﾊﾝﾉｷ 痩地に適応性大 〃 ○ △ ○ ○ ○ ○ × ○  

ｵｵﾊ゙ ﾔｼｬﾌ゙ ｼ 〃 〃 ○ ○ ○ ○ △ ○ ×  ﾊ゚ ｲﾛｯﾄﾌ゚ ﾗﾝﾄとして使われる 

ｸﾞﾐ科 ｱｷｸﾞﾐ 低地～標高千 m 以

上の高地に生育 
低木 ○ ○ ○ ○ △ ○ × ○  

ﾅﾂｸﾞﾐ 低地に生育 〃 ○ ○ ○ ○ △ △ × ○  

ﾔﾏﾓﾓ科 ﾔﾏﾓﾓ 痩地にも強い。
暖地に生育。 

高木 × ○ ○ ○ × △ ○ ○  

ﾔﾅｷﾞ科 ﾔﾅｷﾞ類 痩地にも強い。

暖地に生育。 

低木～

高木 

○ × ○ ○ ○ ○ × △  

ﾌﾞﾅ科 ｸﾇｷﾞ 温帯南部～温帯

北部に生育。 
高木 ○ ○ × ○ × ○ × △ 深根性、たい積土に適

当 

ｳﾊﾞﾒｶﾞｼ 暖帯、海岸地方、
乾燥に強い。 

〃 ○ △ △ ○ × △ ○  潮害、塩害に強い。強

風、火に強い。 

ｺﾅﾗ 温帯、乾燥に耐
える 

〃 ○ ○ ○ ○ × ○ ×   

ﾕｷﾉｼﾀ科 ｳﾂｷﾞ 気候、土壌の適

応性大。 
低木 ○ ○ ○ ○ × ○ ○   

 ﾉﾘｳﾂｷﾞ 〃 〃 ○ ○ △ △ × ○ ×   

ｽｲｶｽﾞﾗ科 ﾀﾆｳﾂｷﾞ 〃 〃 ○ ○ △ × ○ ○ ×   

ﾏﾂ科 ｱｶﾏﾂ 痩地、乾燥に強い 高木 ○ ○ ○ ○ × ○ ×  潮風に弱い 

ｸﾛﾏﾂ 〃 〃 ○ ○ ○ ○ △ ○ ×  潮風に強い 

ｶｴﾃﾞ科 ｲﾛﾊﾓﾐｼﾞ  〃 ○ ○ ○ × ○ ○ ×   
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〔樹木の生活サイクル例〕 

 

2 月 3 月 

          1 月    休眠                ４月 

                         萌芽 

        落葉               枝、葉の伸長 

    12 月             冬  春     開花      ５月 

    11 月    結実       秋  夏   枝葉、幹、根     ６月 

                    来年のための                 の肥大、成熟 

           養分貯蔵  

        10 月                       7月 

                  9 月  8月 

 

 

     ・常緑樹： 春暖かくなってから発芽するまでと、発芽後であれば新芽が伸び

て一時生長を中止した時が適当である。（３月中旬から４月中旬、６月

中旬から７月上旬） 

           もし秋植えにしようとすれば、晩秋に植えるのが適当。 

     ・落葉樹： 落葉期間中が適当。（但し厳冬は避けること。） 

・針葉樹： 常緑樹と同じ。なお、針葉樹は寒地性のものが多く、早春あるい

は晩秋に植えることも可能。 

 

ウ 植栽木の規格及び植栽密度 

植栽密度は、１００㎡当たり２０本（1本／５ｍ2）以上とし、維持管理 

及び補植等につとめ、その基準を維持すること。 

その他法令で規制される場合は、基準の厳しい方を優先するものとする。 
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②種子吹付工 

ア 種子吹付工の工法 

種子吹付工は、一般に植栽工の施工が困難な箇所等において、機械を使用し、

主として草本類の種子と肥料を吹付けて植生を生育させるもので、吹付材料に

生育基盤材を使用しない普通吹付工と生育基盤材を使用する客土吹付工（厚層

基材吹付工）がある。 

土壌分のある比較的勾配の緩い箇所であれば、前者の吹付工でも効果はある

が、急斜面の岩盤斜面であれば後者の吹付工を取り入れる必要がある。 

最終的に森林に復元される法面の場合は、発芽生育が期待できる肥料木等の

木本類の種子を混合して吹付ける必要がある。（採石場内での一時的な土地利用

とする法面（廃土たい積場等）であれば、草本類だけでの種子吹付工でも可。） 

 

［吹付工に使用される種子の例］ 

外来種草本 ｹﾝﾀｯｷｰ 31F、ｸﾞﾘｰﾋﾟﾝｸﾞﾚｯﾄﾞ F、ﾚｯﾄﾞﾄｯﾌﾟ、ｳｨｰﾋﾟﾝｸﾞｸﾞﾗｽ、 

ﾊﾞﾐｭｰﾀﾞｸﾞﾗｽ、ｺｳﾗｲｼﾊﾞ 

在来種草本 ﾖﾓｷﾞ、ｲﾀﾄﾞﾘ、ｶﾔ、ﾉｼﾊﾞ、ｼﾛﾂﾒｸｻ 

木   本 ｴﾆｼﾀﾞ、ｲﾀﾁﾊｷﾞ、ﾏﾙﾊﾞﾊｷﾞ、ﾔﾏﾊｷﾞ、ｱｷｸﾞﾐ、ﾔｼｬﾌﾞｼ、ｳﾂｷﾞ、ﾀﾆｳﾂｷﾞ 

 

イ 種子吹付工の施工時期 

施工時期は、吹付ける草本の種類によって異なり、生長期間によって冬草型

と夏草型とに分けられる。 

冬草型は、３～５月と、９～10 月に生長のピークがあり、夏の高温期には生

長を休止するタイプである。（ｹﾝﾀｯｷｰ 31F、ｸﾞﾘｰﾋﾟﾝｸﾞﾚｯﾄﾞ F、ﾚｯﾄﾞﾄｯﾌﾟ等） 

夏草型は、５～9 月の高温期に旺盛な生育を示すタイプである。（ｳｨｰﾋﾟﾝｸﾞｸﾞ

ﾗｽ、ﾊﾞﾐｭｰﾀﾞｸﾞﾗｽ、ﾉｼﾊﾞ、ｺｳﾗｲｼﾊﾞ等） 

したがって、施工時期は、吹付種が冬草型の場合は早春、晩夏が適しており、

夏草型の場合は晩春、初夏が適している。 

ウ 種子吹付工の類似工法 

種子吹付工以外の類似工法には播種工と伏工がある。 

・播種工 ： 種子吹付用機械の搬入が困難な箇所において、人力によって

木本類や草本類の種子を直接播種する方法である。 

       実際に播種する際には、種子、肥料及び土を十分に混合した

種肥土を作り、これを播きつける。 
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  ［種肥土の組み合わせ例］ 

     混合種子  1.05 ㍑ 

     肥料    7.0kg（内訳 ﾘﾝ 2.5、ﾁｯｿ 2.0、ｶﾘｳﾑ 2.5） 

     土     100.0 ㍑（保全しておいた表土等を活用） 

 

・伏工  ： 種子付むしろ、緑化植生基材等により直接法面を被覆する方

法で、防災効果が高く、採石場内での崩落等の復旧措置に適し

ている。 

 

 

４４４４    維持管理維持管理維持管理維持管理のののの方法方法方法方法    

岩石採取場の緑地回復を所期の目的通り成功させるには、日常的に点検を行い、管理に

努める必要がある。 

管理は通例、吹付又は植栽等を行なった後、初期の養生管理から生育管理、一般管理へ

と移っていくが、それぞれの管理の主たる内容は次のとおりである。 

 

［管理の内容］ 

・養生管理 ： 植栽木等の活着と初期生育の促進を図ることを目的とし、かん水、

除草、施肥、補植、マルチング等の作業を実施する。 

・生育管理 ： 活着後、できるだけ早い樹冠のうっ閉化を図ることを目的とし、

被圧木の除去、ツル切り、施肥等の作業を実施する。 

・一般管理 ： 緑地の健全化を図ることを目的とし、樹林密度調整伐、ツル切り

等の作業を実施する。 

これらの管理作業に当たっては、緑地毎に年間の作業計画を作成し、計画的に進め

る必要がある。 

 

［管理作業の方針］ 

・枯らさない ： 採取跡地は地下水がほとんど見られないので、根が十分伸長す

るまで、かん水は欠かせない管理作業である。 

         特に夏場は水やりを優先し、表面をワラ、コモ、落葉や伐採木

チップで覆っておくと乾燥防止に効果がある。 

         また、表面の土は流出しやすく、植えた木の根も洗い出される

ことも多いので、場内をよく見回り、露出している根はすぐに土

をかけて埋めてやること。 

         なお、雨水等の偏った滞留を防ぐため、必要に応じ適切な排水

工を実施する必要がある。 

・大きく育てる： 採取跡地は劣悪な土質（土壌）が多く、肥料や養分が流出しや

すいので、放置しておくと養分不足で植生が次第になくなり、や

がて裸地となっていく。 
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         植物が十分に育ち、腐植層が発達し養分を自給自足できるよう

になるまでの間は、年１～２回肥料を施す必要がある。 

・調和させる ： 道路周辺等の緑地は、樹木の形状を良くしたり通行の支障にな

らないよう、刈り込みや剪定を行なうなど、周辺環境に調和する

よう管理する必要がある。 

 

 

【参考 森林法及び自然環境保全条例における採石場の緑化に関する関連規定（抜粋）】 

［緑地の配置関係］ 

（１）林地開発基準（森林法） 

・『原則として周辺部に幅おおむね 30m以上の残置森林を配置する。』 

・『森林または緑地を現況のまま保存することを原則とし、止むを得ず

一時的に土地の形質を変更する必要がある場合には、可及的速やかに

伐採前の植生回復を図ることを原則として森林または緑地が造成され

るものであること』 

（２）28条協定基準（大阪府自然環境保全条例） 

・『行為地の周辺には保全緑地として隣接地から５m 以上（道路、河

川等に面した前山の場合は 10m 以上）の保全緑地を確保する。』 

 

［緑地回復の方法関係］ 

（１）林地開発基準（森林法） 

・『採掘跡地は必要に応じ埋め戻しを行い、緑化及び植栽する。また、

法面は可能な限り緑化し小段平坦部には必要に応じ客土等を行い植栽

する。』 

・『植生による保護（実播工、伏工、筋工、植栽工等）を原則とし、植

生による保護が適さない場合または植生による保護だけでは法面の侵

食を防止できない場合には人工材料による適切な保護（吹付工､張工、

法枠工、柵工、網工等）が行なわれるものであること。工種は地質､

気象条件等を考慮して決定され、適期に施行されるものであること。』 

（２）28条協定基準（大阪府自然環境保全条例） 

・『防災上の措置を講じた上、表土の保存を図り植栽地の表土に活用す

る。なお表土の保存が不可能な場合は植栽地の土壌条件を考慮して土

壌改良及び施肥を行なう。』 

・『採取跡地の平坦部においては植栽が可能なまでに盛土（1m 程度）

を行なう。』 

・『緑化回復手法として法面は種子吹付等を行い、平坦地及び緩傾斜地

は種子吹付でグランドカバーした後、苗木（主として肥料木）を㎡当

たり１本以上植栽する。』 
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[維持管理の方法関係] 

（１）林地開発基準（森林法） 

・『開発行為をしようとする森林の区域内に残置しまたは造成した森林

または緑地が善良に維持管理されることが明らかであること。』 

（２）28条協定基準（大阪府自然環境保全条例） 

・『採取跡地の緑地回復計画を確立し誠実に履行する。』 

・『植栽地の土壌条件を配慮するとともに､植栽後も十分な保育を行な

う。』 

 

※林地開発行為許可の取扱要領 

※林地開発行為許可の取扱要領審査基準、細部解釈及び留意事項 

※大阪府自然環境保全条例 28 条に基づく自然環境の保全と回復に関する協定書（土石

の採取） 
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ⅦⅦⅦⅦ－－－－１１１１    岸和田市岩石採取計画岸和田市岩石採取計画岸和田市岩石採取計画岸和田市岩石採取計画のののの認可期間認可期間認可期間認可期間をををを定定定定めるめるめるめる要領要領要領要領    

 

（目 的） 

第１条 この要領は、採石法（昭和２５年法律第２９１号。以下「法」という。）第３３条の認可

を受けようとする採取計画に定める事項のうち、法第３３条の２第２号に規定する採取の

期間（以下「認可期間」という。）について定めるものとする。 

 

（用語の定義） 

 第２条 この要領において、次の各号による用語の定義は、当該各号の定めるところによる。 

（１）新規岩石採取場とは、法第３３条の規定による岩石の採取を行なう場所（以下「岩石

採取場」という。）であって、次のいずれかをいう。 

     イ 新たに岩石採取を行なおうとする岩石採取場 

     ロ 過去に認可を受けていた岩石採取場であって、直前に認可を受けていた採取計画（以

下「更新前認可採取計画」という。）の認可満了日から当該認可申請書の提出日が１年

以上経過している岩石採取場 

（２）更新岩石採取場とは、前号に規定する岩石採取場以外の岩石採取場をいう。 

 

（認可期間） 

第３条 認可期間は、次の各号の定めによる期間を基準に次条及び第５条の規定に基づく期間を

適用したものとする。 

    ただし、その期間が森林法第３４条第２項の規定による許可の期間若しくは自然公園法

第１３条第３項の規定による許可の期間又は土地所有者等との間に締結した岩石採取契

約等（以下「他法令許可又は契約等」という。）の期間を超える場合にあっては、認可期

間は他法令許可又は契約等の期間とし、１年未満となる場合にあっては１年以内とする。 

    （１）新規岩石採取場の場合は、１年以内 

    （２）更新岩石採取場であって、国定公園区域又は保安林区域を含む場合は、２年以内 

    （３）更新岩石採取場であって、前号以外の場合は、３年以内 

 

（加算措置） 

 第４条 更新岩石採取場であって次の各号に該当する場合は、次の各号の定める期間を適用する。 

    （１）岩石採取跡地整備等保証実施要領第３条第１号の規定に定める連帯保証人の岩石採 

取跡地整備等連帯保証書及び特定（採石）災害防止準備金の積立を行なっている証明 

書が当該認可申請書に添付された場合は、１年を加算する。 

    （２）岩石採取跡地整備等保証実施要領第３条第２号の規定に定める団体の跡地整備に関

する保証書が当該認可申請書に添付された場合 ２年を加算する。 

      

（短縮措置） 

第５条 更新岩石採取場であって次の各号に該当する場合は、次の各号の定める期間を適用する。 

  （１）更新前認可採取計画の認可期間内に、次のいずれかに該当する事実があった場合は、

第３条及び前条の規定にかかわらず１年以内とする。 

   イ 岩石採取事業に伴う重大な災害を発生させたこと 

ロ 法第３２条の１０、法第３３条の９又は法第３３条の１３の規定に基づく処分を受

けたこと 

ハ 関係他法令により岩石の採取に伴う災害の防止を目的とした命令又はそれと同等以
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上の処分を受けたこと 

 （２）更新前認可採取計画の認可期間に、同一の個別事項について指示に従わず２回以上文

書による勧告を受けた場合は、２年を減ずる。 

 （３）更新前認可採取計画の認可期間に、合同立入検査において同一の個別事項について指

示に従わず、２回以上連続して指示書の交付を受けた場合は、１年を減ずる。 

      

 

付  則 

１ この要領は、平成 25年２月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 [概 要] 

新  規  1年以内 

更  新 

国定公園区域 
2年以内 

保安林区域 

上記以外の区域 3年以内 

加算措置 

更新岩石採取場で 

 2以上の業者等による跡地整備保証がある場合 
1年加算 

更新岩石採取場で 

 団体（協同組合等）による跡地整備保証がある場合 
2年加算 

短縮措置 

重要な災害を発生させた 
（他の規定に拘らず） 

1年以内 
採石法の法定処分（停止、変更、緊急措置の各命令） 

採取に関して他法令の処分 

2回以上の文書勧告 2年減算 

合同立入検査で同一の個別事項について 

 指示に従わず 2回以上連続して指示を受ける 
1年減算 

 

 ※加算措置・短縮措置を行った結果、他法令許可又は契約等の期間を超える場合、認可期間は他

法令許可又は契約等の期間とし、1年未満となった場合は、1年以内とする。 
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ⅦⅦⅦⅦ－－－－２２２２    岩石採取跡地整備等保証実施要領岩石採取跡地整備等保証実施要領岩石採取跡地整備等保証実施要領岩石採取跡地整備等保証実施要領（（（（大阪府要領大阪府要領大阪府要領大阪府要領・・・・準用準用準用準用））））    

 

（目 的） 

第１条 この要領は、採石法（昭和２５年法律第２９１号。以下「法」という。）に基づく岩石採 

 取計画の認可にあたり、岩石採取跡地の整備及び緑化回復（以下「跡地整備等」という。）の対 

策としての保証制度を導入することによって、採取跡地の災害の未然防止を図るとともに、周

辺環境と調和のとれた自然環境回復を推進することにより、岩石採取事業の健全な発達に資す

ることを目的とする。 

（連帯保証人） 

 第２条 法第３３条の規定による岩石採取計画の認可（法第３３条の５の規定による岩石採取計

画の変更の認可を含む。以下「認可」という。）を受けようとする者（法第３２条の６の規定に

より採石業者の地位を承継した者を含む。以下「申請者」という。）は、跡地整備等に係る措置

を担保するため、連帯保証人を立てることができるものとする。 

  ２ 連帯保証人は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める措置を講じなければ

ならない｡ 

 （１）申請者が、死亡又は倒産により採石業の継続が困難となった場合で、当該岩石採取場の跡

地整備等が必要であるにもかかわらず履行しないとき 当該跡地整備 

 （２）申請者が、法第３３条の１７の規定による災害防止命令を履行しない場合 当該命令に係

る措置 

 （３）申請者が法第３３条の１３の規定による緊急措置命令を履行しない場合 当該命令に係る

措置 

    ３ 前項の保証期間は、第１項の申請に係る認可の日から、その岩石採取についての跡地整備等

が終了し、知事が廃止届を受理した日から２年を経過する日まで又は当該岩石採取場に係る更

新の認可の前日までとする。 

（連帯保証人の範囲） 

 第３条 連帯保証人は、次の各号に掲げるいずれかの者でなければならない。 

 （１）採石業者（申請者の認可の申請日の前に認可を受け､申請者の認可申請日を含む３年以上の

期間、大阪府内で継続して営業しており､かつ業務実績及び財務状況の健全な者に限る）又は

建設業者(認可の申請日の前に建設業法（昭和２４年法律第１００号）の規定に基づき土木工

事一式、建築工事一式、石工事又は造園工事についての建設業の許可を受け､認可申請日を含

む３年以上の期間、大阪府内で継続して営業し､当該工事について大阪府の入札参加資格を有

し、かつ大阪府内に営業所を有する者であって、かつ業務実績及び財務状況の健全なものに

限る)からなる２以上の業者（既に他の岩石採取場の連帯保証人になっているものを除く） 

（２）採石業者で構成する法人化された団体（知事と岩石採取跡地整備等の保証に関する協定を

締結している団体に限る｡）の長 

 

（保証書の提出） 

第４条 申請者は、認可申請時に前条に定める連帯保証人の岩石採取跡地整備等連帯保証書（以

下「保証書」という。）に次に掲げる書類を添えて提出しなければならない。 

（１）連帯保証人の印鑑証明書 

 （２）連帯保証人が法人の場合は、過去２会計年度の決算書 

 （３）連帯保証人が個人の場合は、過去２会計年度の青色申告決算書 

 （４）連帯保証人が建設業者の場合は、建設業の許可を受けていることを証する書面 

    ２ 前項の規定にかかわらず第３条第２号に該当する連帯保証人の場合においては、当該協定に
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よるものとする。 

（連帯保証人の変更） 

第５条 連帯保証人が死亡、倒産等により、第２条第２項に規定する連帯保証人の義務を履行で

きなくなった場合、又は履行できなくなるおそれが生じた場合は、申請者又は連帯保証人は速

やかに知事に報告しなければならない。 

２ 前項の報告を受けた場合（前項の報告の義務を履行しない場合を含む。）において、知事が

連帯保証人の変更が必要と認めたときは、申請者は速やかに当該連帯保証人を変更し、第２条

第１項の規定に基づき新たな連帯保証人を選定し、当該連帯保証人に係る保証書を提出しなけ

ればならない。 

 

 

付  則 

（施行日） 

１ この要領は、平成１４年１１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要領の施行前に既に第２条第１項に規定する認可を受けている者は、当該認可期間（こ

の要領施行後に、法第３３条の５の規定により変更の認可申請を行なった場合は、当該変更認

可期間）中に限りこの要領を適用しないものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 
 

- 95 - 

（様式第１号） 

岩 石 採 取 跡 地 整 備 等 連 帯 保 証岩 石 採 取 跡 地 整 備 等 連 帯 保 証岩 石 採 取 跡 地 整 備 等 連 帯 保 証岩 石 採 取 跡 地 整 備 等 連 帯 保 証 書書書書    

 

平成   年   月   日 

 

大阪府知事 様 

 

連帯保証人 

住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 

 

氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 

                                         印 

 

連帯保証人 

住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 

 

氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 

                                         印 

 

 

申請者                           が、下記の岩石採取計画の 

 認可(変更認可)申請書に定められた採取計画に基づき岩石の採取を行なうにあたり、連帯保証人

として、岩石採取跡地整備等保証実施要領第２条第２項各号に規定する措置を確実に履行するこ

とを保証します。 

 

 

記 

 

１ 岩石採取場の所在地（場所） 

 

２ 岩石採取場の面積                                ㎡ 

 

３ 保証の期間               

 

４ 採取する岩石の種類及び予定数量             ：           ｔ 

 

(注) １ 申請者の欄には、岩石採取計画認可申請者の氏名、法人にあっては名称及び代表者の氏

名を記入すること。 

   ２ 連帯保証人が死亡、倒産等により連帯保証人の義務が履行できなくなった場合、又は履

行できなくなるおそれが生じた場合は、申請者は速やかに新たな連帯保証人を選定し、当

該連帯保証人に係る岩石採取跡地整備等連帯保証書を提出すること。 

   ３ 岩石採取跡地整備等連帯保証書には、岩石採取跡地整備等保証実施要領第４条第１項に 

    定める書類を添えて提出すること。 
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ⅦⅦⅦⅦ－－－－３３３３    採石災害採石災害採石災害採石災害のののの防止方法防止方法防止方法防止方法（（（（参考参考参考参考））））    

［採石技術指導基準書（平成１０年版）：資源エネルギー庁長官官房鉱業課監修］ 

 

１１１１    採掘採掘採掘採掘のののの方法方法方法方法（（（（露天採掘露天採掘露天採掘露天採掘））））    

  露天の採掘の場合には、これに伴う土地の崩壊、土砂の流出等の災害を防止するため、 

 次のとおり措置するものとする。 

（（（（１１１１））））表土除去表土除去表土除去表土除去    

岩石の採掘に先行して表土及び風化物等を除去すること。 

   除去にあたっては、のり面を安全な傾斜に保持し、その範囲は、採掘箇所頂端から 

  １０ｍ以上（水平距離）とするが、更に地形及び土質等を十分に考慮して拡張するこ 

  と。 

（（（（２２２２））））保全区域保全区域保全区域保全区域    

  採掘箇所が他人の土地に隣接する場合は、隣地の崩壊を防止するため、隣地との境

界から一定の幅の表土を除去しない区域（以下「保全区域」という。）を設けること。 

  境界線から表土を除去するのり肩までの水平距離（以下「保全距離」という。）は原

則５ｍ以上とするが、地形、表土の厚さ、土質、湧水の有無等を考慮し、隣地の崩壊

を防止し得るよう拡張すること。 

  保全区域に接する表土を除去した後ののり面は４０°以下で、かつ、安全な傾斜と

し、表土の崩壊が進行しないよう必要に応じて土羽打ち（整地、締め固め）、植栽、 

 しがらみ、その他の保護工、土留工を施すこと。 

  また、採掘箇所が森林法等他の法令の適用を受けている場合には、その基準に照ら

しても適正であること。 

（（（（３３３３））））転落石防止施設転落石防止施設転落石防止施設転落石防止施設    

  起砕岩石、表土等が隣地に崩壊するおそれのある箇所には、金網、土えん堤、石垣、 

 コンクリートよう壁等、十分に効果のある転落石防止施設を設けること。 

（（（（４４４４））））採掘採掘採掘採掘のののの範囲範囲範囲範囲    

  岩石の採取による土地の崩壊等の災害を防止するため、山頂、稜線を含め採掘でき

る範囲となるよう、土地の確保に努めること。 

（（（（５５５５））））採掘方法採掘方法採掘方法採掘方法    

  災害防止、終掘後の残壁保持と植栽、高能率かつ安定生産等の観点から、最も合理

的な採掘方法である階段採掘法（以下「ベンチカット法」という。）を採用することと

し、傾斜面採掘法、坑道式発破法等は原則として行なわないこと。 

  採掘中に形成される残壁は、永久又は仮の存置いずれの場合においても、適当な採

掘高さ以下毎に小段を設け、安全を保持し得る平均傾斜とすること。 
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  起砕岩石をオープンシュートで運搬する場合は、岩石の投下に伴う周辺への岩石の

流出等の災害を防止するため、シュート斜面は適当な高さ、傾斜とし、必要に応じ、

原石流出防止堤又はネット等の設置及び粉じんによる災害を防止するための散水等の

措置を講ずること。 

  堀下がり採掘（基準地盤面以下の方向に凹地状に行なう採掘）の場合には、採掘に

より岩石採取場周辺の公共施設、建築物、田、畑、井戸等に被害を与えないよう十分

な措置を講ずること。 

  なお、既存の採取場であって、傾斜面採掘法、坑道式発破法等による岩石採取を行

なっている場合には､速やかにベンチカット法へ移行すること。 

 

                山頂型ベンチカット法 

 

 

 

 

 

  

      山腹型ベンチカット法          堀下がり型ベンチカット法 

 

 

 

 

 

 

 

  ア 砕石用原石の採掘 

   砕石用原石の採掘の場合（石材用原石の採掘のうち、捨石等の用に供する岩石の

採掘を含む）は、原則として採掘作業中のベンチの高さは１５ｍ以下、ベンチの幅

はＷｍ以上（Ｗ＝Ｓ＋Ｒ、ただし、Ｓは起砕岩石の広がり幅、Ｒは使用機械が安全

に作業できる幅）とすること。 

   又､掘削面の傾斜（各ベンチののり面が水平面となす角）は原則７５°以下とし、

岩質に応じて安全を保持し得る傾斜とすること。 

  なお、採掘中に形成される残壁は、原則として高さ２０ｍ以下毎に２ｍ以上の適

切な幅を有する小段を設け､かつ、安全を保持し得る平均傾斜とすること。（第１図

参照） 
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   イ 風化岩石の採掘 

   風化岩石（主として風化花崗岩、いわゆるマサ土、サバ土）の採掘の場合は、原

則として採掘作業中のベンチの高さは５ｍ以下、ベンチの幅はＷｍ以上（Ｗ＝Ｓ＋

Ｒ、ただし、Ｓは起砕岩石の広がり幅、Ｒは使用機械が安全に作業できる幅）とす

ること。 

   また、掘削面の傾斜は原則として４５°以下とし、岩質に応じて安全を保持し得

る勾配とすること。採掘箇所の総垂直高さは原則として５０ｍ以下とし、その全体

の傾斜は岩石の性質、賦存状態等を考慮して安全を保持し得る傾斜とすること。 

    なお、採掘中に形成される残壁は、原則として高さ５ｍ以下毎に２ｍ以上の適切

な幅を有する小段を設け、かつ、安全を保持し得る平均傾斜とすること。（第２図参

照） 

 

［参考］使用機械が安全に作業できる幅（Ｒ）の目安 

    使 用 機 械 の 種 類       安全に作業できる幅（Ｒ） 

油圧ショベル等、主としてバケットを   最大掘削半径（バケット旋回半径） 

  旋回させながら掘削、積込み等を行な   の２倍以上 

  う機械 

  ダンプトラック、ホイールローダ、ブ   最小回転半径の２倍以上 

  ルドーザ、フォークリフト、クローラ 

  ドリル等、主として移動させながら、 

  積込み､運搬を行なう機械 
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２２２２    発発発発        破破破破    

  発破を行なう場合には、飛石及び粉じんの飛散に伴う災害を防止するため、次のとお

り措置するものとする。 

    （（（（１１１１））））通通通通        報報報報    

   発破を行なうときは、あらかじめ危険区域を定め、同区域に通ずる道路に見張人を

配置し、同区域内に発破関係人のほかは立入らぬよう措置をするとともに、サイレン

等を用いて、発破予告、発破警報並びに発破終了の通報措置を講ずること。 

    （（（（２２２２））））飛石防止飛石防止飛石防止飛石防止    

   採掘箇所の掘進方法、発破孔のせん孔方向及び装薬量の適正化を図るとともに、隣

接地等に対し飛石による危険のおそれがあるときは、飛石防止の措置を講ずること。 

    （（（（３３３３））））小小小小        割割割割    

   小割を行なう場合には小割機によることが望ましいが､発破によるときは、装薬量を

適正にし、安全な場所で行ない、必要に応じ飛石防止の措置を講ずること。ただし、

原則として、張り付け発破は行なわないこと。 

    （（（（４４４４））））発破時刻発破時刻発破時刻発破時刻    

   発破の実施は、周辺の状況を勘案し、なるべく一定時刻に行なうこと。 

    （（（（５５５５））））粉粉粉粉じんじんじんじん飛散防止飛散防止飛散防止飛散防止    

   せん孔、発破及び起砕岩石の積込作業等に伴って発生する粉じんの飛散を防止する

ための措置を講ずること。 

 

３３３３    破砕破砕破砕破砕・・・・選別選別選別選別    

        破砕・選別施設の設置の際には、周辺の環境保全のために、次のとおり措置するも 

のとする。 

    （（（（１１１１））））設置位置設置位置設置位置設置位置    

   破砕・選別施設の設置場所は、周辺の環境を考慮して、汚濁水処理、防音･防振、防

じん効果がある位置に選定すること。 

    （（（（２２２２））））災害防止措置災害防止措置災害防止措置災害防止措置    

   破砕・選別設備には、汚濁水の処理施設、集じん装置若しくは散水装置並びに防音・

防振装置を設ける等により、汚濁水の排出防止、粉じんの飛散及び騒音・振動の防止

に努めること。また、必要に応じ防音材による遮蔽、密閉建屋構造内への収納等の措

置を講ずること。 

   なお、水質汚濁防止法（昭和４５年法律第１３８号）、大気汚染防止法（昭和４３年

法律第９７号）、騒音規制法（昭和４３年法律第９８号）、振動規制法（昭和５１年法

律第６４号）、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）及び

関係条例に基づく基準が適用される場合には、それに適合するよう措置すること。 
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    （（（（３３３３））））作業時間帯作業時間帯作業時間帯作業時間帯    

   騒音・振動の発生する作業は、周辺の状況を勘案し、適切な時間帯に行なうこと。 

 

４４４４    排 出排 出排 出排 出 水水水水    

   岩石採取場内から場外に排出される破砕施設・選別施設からの汚濁水、場内の降雨水、

湧水、廃土又は廃石のたい積場からの排出水等による災害を防止するため、次のとおり措

置するものとする。 

    （（（（１１１１））））場内水場内水場内水場内水のののの排出排出排出排出    

   場内から場外への排出水については、水質汚濁防止法及び関係条例に基づく基準が

適用される場合にはそれに適合するよう処理し、また適用がない場合においても下流

において災害を起こさないように沈澱池等の処理施設で処理して排出すること。 

    （（（（２２２２））））上流沢水等上流沢水等上流沢水等上流沢水等のののの処理処理処理処理    

   岩石採取場の上流の沢水及び山腹水は、これが場内を貫流することによって汚濁す

ることのないよう必要に応じ沢水排水路､又は山腹水路等の所要の施設を設け、下流に 

  誘導すること。 

             雨 水 流 入 阻 止 の 山 腹 水 路 

 

 

                        山腹水路 

                               

 

 

                  切   羽 

 

 

 

  

（（（（３３３３））））汚濁水処理施設汚濁水処理施設汚濁水処理施設汚濁水処理施設    

            汚濁水処理施設（骨材水洗プラントの排水等を対象）としての沈澱池及び採石場内

からの流出土砂を含む汚濁水の清澄化するための沈砂池の基準は以下のとおりである。    

   ① 汚濁水処理施設は、地すべり等地盤の崩壊のおそれのない箇所に設置すること。 

     ② 汚濁水処理施設は十分な処理能力を有するものとする。 

   ③ 汚濁水処理施設から河川等の公共用水域に接続する排水路は、再汚濁を防止し、

通水能力を維持し得るコンクリート造りその他の堅固な構造とすること。 

④沈澱池等 

       a)  沈澱池は、処理能力を維持し得るコンクリート造りその他の堅固な構造とする
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こと。 

    b)  沈澱池は、必要に応じ沈降促進剤等の投入その他所要の沈降促進措置を講ずる

ことができるものとすること。 

    c)  沈澱池は、浚渫時にも沈澱操作を続けられるよう、原則として２系列設置する

こと。 

    d)  沈澱池、沈砂池は、有効水深（沈澱池等が有効に働くために必要な深さ）を維

持するため浚渫する等、常に最大機能を発揮できるよう必要な措置をとること。 

    e)  浚渫した土砂は、十分脱水した後、たい積場にたい積する等適切な措置を講ず

ること。 

 

５５５５    廃土又廃土又廃土又廃土又はははは廃石廃石廃石廃石のののの処理処理処理処理    

  廃土又は廃石のたい積場の崩壊若しくは流出に伴う災害を防止するため、廃土又は廃

石の処理、たい積場の設置及びその維持管理については次のとおり措置するものとする。 

    （（（（１１１１））））たいたいたいたい積場設置積場設置積場設置積場設置のののの事前措置事前措置事前措置事前措置    

   たい積場の設置に際しては、事前に周辺の地形、物件等を調査し、次の各号による 

適切な位置を選定するとともに、岩石採取に伴って発生する廃土又は廃石の量を調査、 

予測し、その量に見合うたい積場用地を確保すること。 

   なお、廃土又は廃石を埋立地等へ搬出するための一時的に置くたい積場であっても、 

  採取計画に基づく規制の対象となるので、その量に見合う用地の確保等について十分 

  配慮すること。 

   1)  下流側の近くに人家、構築物等が存在しないこと。 

   2)  土石の流入が少ないこと。 

     3)  山崩れ、地すべり等のおそれがないこと。 

   4) 集水量の大きい地形でないこと。 

5)  湧水量が少なく､基礎地盤が適切なものであること。 

6) 河川の付近はできるだけ避けること。 

7)  1)～6)のほか、たい積物の流出等の災害防止の観点から不適切な場所でないこと。 

    （（（（２２２２））））たいたいたいたい積場積場積場積場のののの設置設置設置設置    

   ① たい積場ののり尻には土留施設を設けること。 

     土留施設は、自重及び外力に対し、恒久的に安全なかん止堤（石塊かん止堤、

土かん止堤、重力式コンクリートかん止堤、石積かん止堤、）又はよう壁（コンク

リートよう壁、石積よう壁）とすること。 

   ② たい積場内に流入するおそれのある沢水及び山腹水並びにたい積場内の流下水

を、たい積場の下流に誘導するため、必要に応じて十分な通水能力を有する排水

路等を設置するとともに必要に応じ汚濁水処理施設を設置すること。 

   ③ 次の各号に該当するたい積場を設置するときは、土留施設の強度計算及びたい
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積場の安定計算を行なって設計すること。 

     a)  地盤面からその直上のたい積面までのたい積物の鉛直高（ｈ´）の最大値が

１０ｍを超えるもの。 

b)  土留施設の有効高さ（ｈ）が５ｍを超えるもの。 

c)  土留施設ののり尻からたい積面までの高さ（Ｈ）の最大値が３０ｍを超える

もの。 

d)  前記 a)～c)に掲げるもののほか、災害防止のため必要と認められるもの。 

 

            た いた いた いた い 積 場積 場積 場積 場 のののの 高高高高 ささささ 等等等等 のののの 表表表表 現現現現    

 

                           Ｈ ：たい積物の高さ 

                           ｈ´：たい積物の鉛直高 

   Ｈ                          さ（厚さ） 

               ｈ´          ｈ ：かん止堤有効高さ 

     ｈ                        （堤頂幅の中点で 

                              の高さ） 

 

 

    （（（（３３３３））））たいたいたいたい積積積積のののの方法方法方法方法    

   ① たい積に当たり、地盤が草、竹木等で覆われているときは、これらを除去し、

地盤を露出させること。また、積雪地においては除雪を完全に行なってからたい

積すること。 

   ② 廃土及び廃石のたい積は、原則として水平層状たい積法によることとし、次の

各号のとおり措置すること。 

    a)  １回の積上げ高さは１ｍ以下とし、これが４／５以下となるよう締め固めを行

なった後に、上層の積上げを行なうこと． 

    b)  たい積場ののり面傾斜は、特に安定計算によって定めた場合のほかは、３０°

以下とすること。 

    c)  高さ１０ｍ以内毎に幅２ｍ以上の小段を設けること。 

   ③ たい積場においては、粉じんの発生防止及びのり面保護のため、完成したのり

面には、順次、できるだけ速やかに、芝張り、石張、実播、植栽等の措置を行な

うこと。 
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             水 平 層 状水 平 層 状水 平 層 状水 平 層 状 た いた いた いた い 積積積積 法法法法    

 

          最終たい積計画 

 

   かん止堤 

 

                               暗 渠 

 

 

    （（（（４４４４））））維持管理維持管理維持管理維持管理    

   ① たい積終了後も、土留施設、排水路、のり面の状況等について、これが安定す

るまで、点検、管理を行なうこと。 

   ② 異常な浸出水があるとき､その他たい積物の安全性に疑問のある場合は直ちに

災害の発生を未然に防止するための措置を講ずるとともに、安定計算を行ない所

要の安定度を確保するために必要な措置を講ずること。 

 

６６６６    原石原石原石原石、、、、製品及製品及製品及製品及びびびび廃土等廃土等廃土等廃土等のののの運搬等運搬等運搬等運搬等    

  原石､製品及び廃土又は廃石の積込み、運搬に伴う粉じん、騒音及び振動等による災害

を防止し、また、ダンプトラックによる過積載の防止等の交通安全対策の強化を図るた

め、次のとおり措置するものとする。 

    （（（（１１１１））））運搬運搬運搬運搬のののの時間帯時間帯時間帯時間帯    

   運搬道路は、付近住民への影響を考慮して選定することとし、かつ、運搬作業はで

きるだけ通学・通勤時間帯及び深夜をさけること。 

    （（（（２２２２））））運搬中運搬中運搬中運搬中のののの措置措置措置措置            

   運搬中における粉じん発生防止及び運搬物の漏洩、落下防止のため、シートカバー

の装着等必要な措置を行なうこと。 

    （（（（３３３３））））粉粉粉粉じんじんじんじん発生防止発生防止発生防止発生防止    

   積込み場、場内道路及び採取場から公道にいたるまでの道路等については、必要に

応じ、舗装、散水、清掃その他粉じん発生防止の措置を行なうこと。また、必要に応

じ採取場近隣の公道等への散水、清掃等を行なうこと。 

   必要に応じ、場内の出入口付近に洗車ピット等を設置し、場内の泥土を持ち出さな

いようにすること。 

    （（（（４４４４））））過積載防止過積載防止過積載防止過積載防止    

   過積載の防止のため、検量の方法を定めるとともに、さし枠装着車等の不正改造車 

  に対し、岩石、製品及び土砂等の積込みを行なわせないこと。 
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   また、従業員その他関係者に対し、過積載防止に関する教育等必要な措置を行なう

こと。 

    （（（（５５５５））））交通事故防止等交通事故防止等交通事故防止等交通事故防止等    

   土砂等を運搬する大型自動車による交通事故の防止等に関する特別措置法（昭和４

２年法律第１３１号）第１２条第１項に規定する交通事故等の防止を目的とする団体

の設立、交通事故防止対策のための協議会、協定への加盟に努めること。 

 

７７７７    採掘終了時採掘終了時採掘終了時採掘終了時のののの措置措置措置措置    

  採掘終了時においては、採掘終了後の災害を防止するため、次のとおり処置するもの 

 とする。 

    （（（（１１１１））））保全区域保全区域保全区域保全区域のののの土留工事土留工事土留工事土留工事    

   隣地との間の保全区域が崩壊しないよう、必要に応じて土留工事を施すこと。 

    （（（（２２２２））））露天採掘終了後露天採掘終了後露天採掘終了後露天採掘終了後のののの残壁残壁残壁残壁    

   露天採掘終了後は、残壁の崩壊等の災害を防止するため、岩質、岩盤の状況等に応

じて、適当な高さと幅を有する小段を設け、安全を保持し得る傾斜をとること。のり

面は必要に応じて整形し、保護工事を行なうこと。 

   残壁の形状は、採石場の区分に応じて次の各号を基準とすること。 

   ①砕石用原石採取場 

    砕石用原石の生産を目的とした採取場（石材用原石の採取場のうち、捨石等の用

に供する岩石の採取場を含む）については、原則として高さ２０ｍ以下毎に２ｍ以

上の適切な幅を有する小段を設け、かつ、残壁の平均傾斜は６０°以下とすること。 

 

              形 成 残 壁形 成 残 壁形 成 残 壁形 成 残 壁 のののの 形 状形 状形 状形 状 例例例例    

        土留工事を必                   保全区域 

       要とする部分                     

                                表 土 

                                 d2 

                                            d4 

                       h3 

                               

                  h2            α   d3 

                              隣地と 

h1               d１             の境界 

                             平均傾斜 

                       トウ（ｔｏｅ：つま先）部 
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    小段幅は２ｍ以上(ｄ３～ｄ４)、高さは２０ｍ以下(ｈ１～ｈ３)が原則であるが、

残壁高さ(Ｈ)が１００ｍを超えるような場合は、残壁上部の小段高さを５～１０ｍ以

下、底部小段幅を１０ｍ以上にするなど、斜面安定に寄与する方策を最大限とるこ

と。 

   ②石材用原石採取場 

    石材（切石、間知石等）用原石の生産を目的とした採取場については、原則とし

て高さ２０ｍ以下毎に２ｍ以上の適切な幅を有する小段を設け、かつ、残壁の平均傾

斜は７０°以下とすること。 

   ③風化岩石採取場 

    風化岩石（主として風化花崗岩、いわゆる真砂土、サバ土）の採取場については、

特に雨水等による掘削のり面の洗掘防止の処置を講ずること。残壁の形状は、原則

として高さ５ｍ以下毎に２ｍ以上の適切な幅を有する小段を設け、平均傾斜は３

５°以下とし、当該風化岩石の性状に応じて適切な形状とすること。 

   ④工業原料原石採取場 

    その岩質及び採掘条件等に応じて、砕石用原石採取場、石材用原石採取場、風化

岩石採取場の残壁形状を準用すること。 

（（（（３３３３））））人人人人にににに対対対対するするするする危危危危害防止害防止害防止害防止    

採掘終了後における落石等による人に対する危害を防止するため、次の措置を講ず

ること。 

   ①立入禁止柵 

    落石及び人の転落のおそれのある残壁の周囲には立入禁止柵を設けること。 

   ②埋 立 て 

    堀下り採掘終了後の凹地は、環境条件を考慮しつつ他用途に活用する計画が有る

場合を除き埋立等適切な措置をすること。 

   ③坑 口 閉 塞 

    坑口は閉塞すること。 

    （（（（４４４４））））緑緑緑緑            化化化化    

            採掘跡地は、他用途に活用する計画がある場合等を除き、原則として順次緑化する 

  こと。 

   ①緑化の目的 

                採掘跡地の緑化の目的が、水土保全、環境保全、景観保全、生態系保全のどの機

能を主とするか判断し、かつ、できるだけこれらの機能を併せ持つように緑化する

こと。 

      ②適用植物の選定 

    適用植物は、気象条件､土壌条件等を考慮し、復元すべき目標（高木、低木、草本、

つるなど特殊樹草）を決めてから選定すること。ただし、草本の単純群落は防災上、 
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   景観上、好ましくないので、可能な限り木本を併用すること。 

      ③基 礎 工 

                小段には必要に応じ有機物の多い客土を行なうこと。ただし、小段から客土が流

出するおそれがあるところでは、土のうやネット等を設置することが望ましい。ま

た、過湿と乾燥のおそれがある場合には、排水施設や被覆工等を適宜行なうこと。 

    

                                                小 段小 段小 段小 段 ・ の り・ の り・ の り・ の り 面面面面 へ のへ のへ のへ の 緑 化 工 法緑 化 工 法緑 化 工 法緑 化 工 法 のののの 例例例例    

                                                                木本類 

    

                        蛇籠又はふとん籠                     

                        （鉄棒で固定）                     つる類 

    

    

                                                                                                                  暗 渠 

                                                        客 土 

    

    

      ④施 工 時 期 

                緑化施工の時期は、適用植物､方法、気象条件等を考慮すること。 

   ⑤施工後の管理 

    緑化は１回の施工だけで完成するものではないので、追肥、不成功地への補植、

次代の適用木の植栽等を随時行なうこと。 
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             第第第第１１１１図図図図 砕石用原石砕石用原石砕石用原石砕石用原石のののの採取方採取方採取方採取方法法法法    

 

                               。 

                             ・。 

                            。・．  H (15m 以下) 

                          ・．・。   ７５°以下 

                          ・ 

 

                Ｒ         Ｓ 

                  Ｗ 

 

           Ｈ：ベンチ高さ（ｍ） 

           Ｒ：使用機械が安全に作業できる幅（ｍ） 

           Ｓ：起砕岩石の広がり幅（ｍ） 

           Ｗ：採掘の階段の幅でＳ＋Ｒ（ｍ） 

 

                         表土 

                        ４０°         保全距離 

           拡            以下     表土除去 ５ｍ以上 

           大                  １０ｍ以上 

                        小段幅           表土 

                        ２ｍ以上           

                                       

                                      隣 

                                      地 

          １５ｍ                         と 

          以 下           Ｗ             の 

                                      境 

  １５ｍ以下    Ｗ                          界        

                                      線 

                             小  段 

                             ２０ｍ以下 

                         

                 残壁 

           最下底レベル    平均傾斜（終了時６０°以下） 
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             第第第第２２２２図図図図 風 化 岩 石風 化 岩 石風 化 岩 石風 化 岩 石 のののの 採採採採 掘掘掘掘    

 

                                

                              。 

                            。・． ４５°H(５ｍ以下) 

                          ・．・。   以下 

                          ・ 

 

                Ｒ         Ｓ 

                  Ｗ 

 

           Ｈ：ベンチ高さ（ｍ） 

           Ｒ：使用機械が安全に作業できる幅（ｍ） 

           Ｓ：起砕岩石の広がり幅（ｍ） 

           Ｗ：採掘の階段の幅でＳ＋Ｒ（ｍ） 

 

                                   保全距離 

                                   ５ｍ以上 

       拡                     表土除去 

       大                     １０ｍ以上 

                        小段幅 

                        ２ｍ以上          表土 

 

 

 

採掘高さ                   

５０ｍ以下                           ４０°以下 

        ５ｍ                  ５ｍ 

        以下           残壁     以下 

５ｍ                                  隣地との 

以下      Ｗ                           境 界 線 

                 Ｗ 

             平均傾斜（終了時３５°以下） 

 

最下底レベル 
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ⅦⅦⅦⅦ－－－－４４４４    岩石採取場岩石採取場岩石採取場岩石採取場にににに産業廃棄物産業廃棄物産業廃棄物産業廃棄物のののの搬入搬入搬入搬入をををを行行行行うううう場合場合場合場合のののの留意点留意点留意点留意点    

 

１．岩石採取場に、産業廃棄物であるがれき類等の搬入を行う場合は「廃棄物の処理及び

清掃に関する法律」（廃棄物処理法）の適用を受ける。 

 

２．岩石採取場区域内において、産業廃棄物の収集、運搬及び処分（再生を含む。）を業

として行おうとするときや、一定規模以上のコンクリート塊の破砕施設、建設汚泥の脱

水施設等の産業廃棄物処理施設を設置しようとするときは、廃棄物処理法に基づき許可

を受けなければならない。 

 

３．なお、必要な許可を受けずに産業廃棄物の処理を行った場合は、廃棄物処理法に基づ

き処罰されることがある。 

 

４．詳細は、所管行政庁である大阪府に確認のこと。    
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ⅦⅦⅦⅦ－－－－５５５５    岩石採取場立入検査岩石採取場立入検査岩石採取場立入検査岩石採取場立入検査    

岩石採取場立入検査岩石採取場立入検査岩石採取場立入検査岩石採取場立入検査チェックリストチェックリストチェックリストチェックリスト（（（（様式様式様式様式））））    

認可採取場名   検査年月日  

岩石採取場の区域  検 査 員  

 認可期間  

 

検 査 項 目 検 査 結 果 指示方法（必要な場合） 

Ａ．Ａ．Ａ．Ａ．全全全全        般般般般    

１．隣接との境界の明示(杭又は、ポールの設置) 

２．保全区域の確保 

３．最終残壁の処理状況 

 

適 ・ 不適 

適 ・ 不適 

適 ・ 不適 

 

口頭指示・指示書 

口頭指示・指示書 

口頭指示・指示書 

Ｂ．Ｂ．Ｂ．Ｂ．防災施設防災施設防災施設防災施設    

１．場内水路の整備 

２．沈砂(澱)池等の汚濁水処理 

３．流末水路の状況 

４．廃土・廃石・製品等の流出防止措置(場外含む) 

 

適 ・ 不適 

適 ・ 不適 

適 ・ 不適 

適 ・ 不適 

 

口頭指示・指示書 

口頭指示・指示書 

口頭指示・指示書 

口頭指示・指示書 

Ｃ．Ｃ．Ｃ．Ｃ．採取状況採取状況採取状況採取状況    

１．崩壊及び転落石防止措置 

２．ベンチの高さ 

３．掘削面の傾斜角 

４．ベンチの幅 

 

適 ・ 不適 

適 ・ 不適 

適 ・ 不適 

適 ・ 不適 

 

口頭指示・指示書 

口頭指示・指示書 

口頭指示・指示書 

口頭指示・指示書 

Ｄ．Ｄ．Ｄ．Ｄ．運運運運        搬搬搬搬    

１．場内搬出路の状況 

２．場外搬出路の状況 

 

適 ・ 不適 

適 ・ 不適 

  

口頭指示・指示書 

口頭指示・指示書 

Ｅ．Ｅ．Ｅ．Ｅ．環境保全環境保全環境保全環境保全    

１．破砕・選別・洗浄施設等 

２．騒音・振動災害の防止措置 

３．粉塵災害の防止措置 

 

適 ・ 不適 

適 ・ 不適 

適 ・ 不適 

  

口頭指示・指示書 

口頭指示・指示書 

口頭指示・指示書 

Ｆ．Ｆ．Ｆ．Ｆ．そ のそ のそ のそ の 他他他他    

１．飛石災害の防止措置(火薬類を使用する採石場) 

２．緑化工実施状況 

３．標識類の設置状況 

４．帳簿の記載・備付け 

 

適 ・ 不適 

適 ・ 不適 

適 ・ 不適 

適 ・ 不適 

 

口頭指示・指示書 

口頭指示・指示書 

口頭指示・指示書 

口頭指示・指示書 

特記事項特記事項特記事項特記事項（（（（口頭指示内容口頭指示内容口頭指示内容口頭指示内容メモメモメモメモ））））    

 

 

 

 

 

 

 


